
実  施  計  画
（平成２７年度～平成２９年度）

原　　　村



（第１項） すばらしい自然・景観・環境の保全と創出

（第２項） 人と環境にやさしい持続可能な「循環型社会」の創出

（第３項） 地球温暖化防止対策

（第４項） 水資源の確保保全と上下水道の整備

（第５項） 自然と調和した居住環境の整備

（第６項） 人にやさしい道路・ネットワークの整備

（第７項） 住民の生活を守る消防・防災・地域安全対策

（第１項） 生涯学習の体系化と機会の充実

（第２項） 豊かな人間形成をめざした教育の推進

（第３項） 芸術文化活動や交流の活性化と地域文化の振興

（第４項） スポーツ・レクリエーション交流の推進

（第５項） 交流による地域づくりと国際化

（第６項） 男女共同参画の社会づくり

（第１項） 地域で支え合い健やかに生きる

（第２項） 高齢化社会への対応ときめ細やかな高齢者福祉の推進

（第３項） 障害者の自立と社会参加の促進

（第４項） 健やかな子育て環境づくりの推進

（第５項） 生活の安定と保険・年金制度の円滑な推進

（第６項） 安心して暮らせる村づくり

（第１項） 原村の現状に沿った特色あるきめ細かな農林業振興

（第２項） 観光を中心にした、各産業間の連携と「原村ブランド」の創出

（第３項） 「原村ブランド」を活かした観光の振興

（第４項） 工業の振興と企業の誘致

（第５項） 商業・サービス業の振興

（第６項） 雇用・勤労者対策の推進

（第１項） 公民協働の村づくりの推進

（第２項） 広報・広聴活動の推進

（第３項） 情報ネットワーク活用によるサービス向上と情報発信による村の活性化

（第４項） 情報の公開と個人情報の保護

（第５項） 広域行政の推進

（第６項） 行政運営の改革と効率化

（第７項） 適正な財政運営の確保

（第５節） 計画推進の方策

第 ４ 次 原 村 総 合 計 画 施 策 の 大 綱

基　本　構　想

（第１節） 人と自然を大切にした住みよい村づくり

（第２節） 人と文化を育む村づくり

（第３節） 健康としあわせを誇れる福祉の村づくり

（第４節） 環境と共生した活力のある村づくり



改 良 済 延 長 （ 12,727 m ） 改 良 済 延 長 （ 12,727 m ）

実 延 長 （ 12,789 m ） 実 延 長 （ 12,727 m ）

改 良 済 延 長 （ 32,148 m ） 改 良 済 延 長 （ 15,720 m ）

実 延 長 （ 33,281 m ） 実 延 長 （ 17,347 m ）

改 良 済 延 長 （ 206,883 m ） 改 良 済 延 長 （ 220,100 m ）

実 延 長 （ 406,498 m ） 実 延 長 （ 427,500 m ）

改 良 済 延 長 （ 251,758 m ） 改 良 済 延 長 （ 248,547 m ）

実 延 長 （ 452,568 m ） 実 延 長 （ 457,574 m ）

舗 装 済 延 長 （ 12,789 m ） 舗 装 済 延 長 （ 12,727 m ）

実 延 長 （ 12,789 m ） 実 延 長 （ 12,727 m ）

舗 装 済 延 長 （ 32,203 m ） 舗 装 済 延 長 （ 15,421 m ）

実 延 長 （ 33,281 m ） 実 延 長 （ 17,347 m ）

舗 装 済 延 長 （ 201,396 m ） 舗 装 済 延 長 （ 194,100 m ）

実 延 長 （ 406,498 m ） 実 延 長 （ 427,500 m ）

舗 装 済 延 長 （ 246,388 m ） 舗 装 済 延 長 （ 222,248 m ）

実 延 長 （ 452,568 m ） 実 延 長 （ 457,574 m ）

自 動 車 交 通 不 能 延 長 （ 107,923 m ） 自 動 車 交 通 不 能 延長 （ 117,720 m ）

実 延 長 （ 452,568 m ） 実 延 長 （ 457,574 m ）

永 久 橋 （ 129 橋 ） 永 久 橋 （ 130 橋 ）

全 橋 数 （ 131 橋 ） 全 橋 数 （ 136 橋 ）

林 野 面 積 （ 197,353 a ） 林 野 面 積 （ 193,400 a ）

全 林 道 延 長 （ 6,689 m ） 全 林 道 延 長 （ 1,527 m ）

小 学 校 危 険 校 舎 面 積 （ 0 ㎡ ） 小 学 校 危 険 校 舎 面積 （ 0 ㎡ ）

小 学 校 全 面 積 （ 6,047 ㎡ ） 小 学 校 全 面 積 （ 6,047 ㎡ ）

中 学 校 危 険 校 舎 面 積 （ 0 ㎡ ） 中 学 校 危 険 校 舎 面積 （ 0 ㎡ ）

中 学 校 全 面 積 （ 6,098 ㎡ ） 中 学 校 全 面 積 （ 6,098 ㎡ ）

給 水 人 口 （ 7,610 人 ） 給 水 人 口 （ 7,770 人 ）

人 口 （ 住 民 基 本 台 帳 ） （ 7,852 人 ） 人口（住 民基 本台 帳） （ 7,600 人 ）

排 水 人 口 （ 6,057 人 ） 公 共 下 水 道 排 水 人口 （ 6,490 人 ）

計 画 区 域 内 人 口 （ 6,247 人 ） 人 口 集 中 地 区 人 口 （ 6,860 人 ）

体 育 施 設 面 積 （ 56,241 ㎡ ） 体 育 施 設 面 積 （ 66,000 ㎡ ）

人 口 （ 住 民 基 本 台 帳 ） （ 7,852 人 ） 人口（住 民基 本台 帳） （ 7,600 人 ）

集 会 施 設 面 積 （ 6,140 ㎡ ） 集 会 施 設 面 積 （ 6,057 ㎡ ）

人 口 （ 住 民 基 本 台 帳 ） （ 7,852 人 ） 人口（住 民基 本台 帳） （ 7,600 人 ）

保 育 所 全 収 容 定 数 （ 240 人 ） 保 育 所 全 収 容 定 数 （ 240 人 ）

保 育 対 象 者 （ 208 人 ） 保 育 対 象 者 （ 230 人 ）

※ 目標年次は、第４次原村総合計画 後期基本計画 策定時における、最終目標年（平成28年3月31日）の目標値を記載しています。

集 会 施 設 １ 人 当 た り 面 積 0.78 ㎡/人 0.80 ㎡/人

保 育 所 の 状 況 - -

下 水 道 の 普 及 状 況 96.96% 94.61%

体 育 施 設 １ 人 当 た り 面 積 7.16 ㎡/人 8.68 ㎡/人

21 　戸 -

水 道 の 普 及 状 況 96.92% 102.24%

100.00% 100.00%

公 営 住 宅 の 状 況 村 営 住 宅 戸 数 21   戸 - 村 営 住 宅 戸 数

林野面積に対する林道の状況 0.03 m/a 0.01 m/a

危 険 校 舎 の 状 況

小 学 校 100.00% 100.00%

中 学 校

村道自動車交通不能道の状況 23.85% 25.73%

村 永 久 橋 の 状 況 98.47% 95.59%

そ の 他 49.54% 45.40%

計 54.44% 48.57%

計 55.63% 54.32%

村 道 舗 装 状 況

１ 級 100.00% 100.00%

２ 級 96.76% 88.90%

村 道 改 良 状 況

１ 級 99.52% 100.00%

２ 級 96.60% 90.62%

そ の 他 50.89% 51.49%

主　要　公　共　施　設　の　現　況　と　目　標

項 目

平 成 ２ ６ 年 ３ 月 ３ １ 日 現 在 （ 現 況 ） 平 成 ２ ８ 年 ３ 月 ３ １ 日 （ 目 標 年 次 ）

整 備 状 況 整備率等 整 備 状 況 整備率等



（第１項）
すばらしい自然・景観・環境の保全と
創出 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
（第２項）
人と環境にやさしい持続可能な「循環
型社会」の創出 384,458 133,141 0 0 0 0 133,141 133,278 0 0 0 0 133,278 118,039 0 0 0 0 118,039

（第３項）
地球温暖化防止対策

12,300 6,300 0 0 0 0 6,300 6,000 0 0 0 0 6,000 0 0 0 0 0 0

（第４項）
水資源の確保保全と上下水道の整備

449,688 170,328 6,176 6,176 0 0 157,976 157,180 4,860 4,860 0 0 147,460 122,180 4,860 4,860 0 0 112,460

（第５項）
自然と調和した居住環境の整備

90,180 31,100 0 0 0 18,100 13,000 12,000 0 0 0 4,000 8,000 47,080 0 0 0 4,000 43,080

（第６項）
人にやさしい道路・ネットワークの整備

568,984 140,010 32,000 0 4,300 373 103,337 251,837 72,400 0 12,200 1,465 165,772 177,137 42,600 0 18,300 1,430 114,807
（第７項）
住民の生活を守る消防・防災・地域安
全対策 160,280 37,080 0 24,761 0 0 12,319 14,200 0 0 11,100 0 3,100 109,000 0 0 7,200 0 101,800

（第１項）
生涯学習の体系化と機会の充実

99,870 11,060 0 0 0 0 11,060 83,810 0 0 0 0 83,810 5,000 0 0 0 0 5,000

（第２項）
豊かな人間形成をめざした教育の推
進 293,400 144,170 23,330 477 71,400 0 48,963 99,860 15,750 477 29,300 0 54,333 49,370 0 477 0 0 48,893
（第３項）
芸術文化活動や交流の活性化と地域
文化の振興 270,159 24,172 5,404 234 0 0 18,534 42,360 5,354 321 0 0 36,685 203,627 5,354 321 0 0 197,952

（第４項）
スポーツ・レクリエーション交流の推進

176,918 3,338 0 0 0 0 3,338 173,580 0 0 75,000 0 98,580 0 0 0 0 0 0

（第５項）
交流による地域づくりと国際化

13,058 4,301 0 0 0 0 4,301 4,456 0 0 0 0 4,456 4,301 0 0 0 0 4,301

（第６項）
男女共同参画の社会づくり

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（第１項）
地域で支え合い健やかに生きる

541,168 377,168 0 46 0 676 376,446 82,000 0 46 0 676 81,278 82,000 0 46 0 676 81,278
（第２項）
高齢化社会への対応ときめ細やかな
高齢者福祉の推進 805,024 275,624 0 0 0 8,114 267,510 262,200 0 0 0 8,000 254,200 267,200 0 0 0 8,000 259,200

（第３項）
障害者の自立と社会参加の促進

516,656 170,298 70,549 38,176 0 981 60,592 172,179 71,489 38,647 0 981 61,062 174,179 72,489 39,147 0 981 61,562

（第４項）
健やかな子育て環境づくりの推進

746,182 227,718 85,638 26,338 0 2,149 113,593 211,682 85,638 26,338 0 2,149 97,557 306,782 85,638 26,338 0 2,149 192,657
（第５項）
生活の安定と保険・年金制度の円滑
な推進 254,746 84,544 1,402 1,402 0 0 81,740 84,601 1,402 1,402 0 0 81,797 85,601 1,402 1,402 0 0 82,797

（第６項）
安心して暮らせる村づくり

2,376 792 0 0 0 0 792 792 0 0 0 0 792 792 0 0 0 0 792

その他 一般財源

（
第
１
節

）
人
と
自
然
を
大
切
に
し
た
住
み
よ
い

村
づ
く
り

（
第
２
節

）
人
と
文
化
を
育
む
村
づ
く
り

（
第
３
節

）
健
康
と
し
あ
わ
せ
を
誇
れ
る

福
祉
の
村
づ
く
り

地方債 その他 一般財源 国支出金 県支出金 地方債

左　の　財　源　内　訳
事業費

左　の　財　源　内　訳

国支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 国支出金 県支出金

実　　施　　計　　画　　総　　括　　表
（単位：千円）

項　　　  　　　　目
27～29年度
事 業 費 計

平 成 27 年 度 平 成 28 年 度 平 成 29 年 度

事業費
左　の　財　源　内　訳

事業費



その他 一般財源地方債 その他 一般財源 国支出金 県支出金 地方債

左　の　財　源　内　訳
事業費

左　の　財　源　内　訳

国支出金 県支出金 地方債 その他 一般財源 国支出金 県支出金

（単位：千円）

項　　　  　　　　目
27～29年度
事 業 費 計

平 成 27 年 度 平 成 28 年 度 平 成 29 年 度

事業費
左　の　財　源　内　訳

事業費

（第１項）
原村の現状に沿った特色あるきめ細
かな農林業振興 654,368 266,395 55,964 116,822 18,700 14,175 60,734 212,695 53,114 85,397 13,100 4,730 56,354 175,278 53,114 62,897 10,300 4,650 44,317

（第２項）
観光を中心にした、各産業間の連携と
「原村ブランド」の創出 20,034 7,607 0 0 0 0 7,607 7,607 0 0 0 0 7,607 4,820 0 0 0 0 4,820

（第３項）
「原村ブランド」を活かした観光の振興

125,517 43,229 0 0 0 0 43,229 43,459 0 0 0 0 43,459 38,829 0 0 0 0 38,829

（第４項）
工業の振興と企業の誘致

524,250 174,750 0 0 0 0 174,750 174,750 0 0 0 0 174,750 174,750 0 0 0 0 174,750

（第５項）
商業・サービス業の振興

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（第６項）
雇用・勤労者対策の推進

30,000 10,000 0 0 0 0 10,000 10,000 0 0 0 0 10,000 10,000 0 0 0 0 10,000

（第１項）
公民協働の村づくりの推進

41,606 14,702 0 0 0 0 14,702 12,202 0 0 0 0 12,202 14,702 0 0 0 0 14,702

（第２項）
広報・広聴活動の推進

1,701 567 0 0 0 0 567 567 0 0 0 0 567 567 0 0 0 0 567
（第３項）
情報ネットワーク活用によるサービス
向上と情報発信による村の活性化 204,949 57,344 3,707 0 0 281 53,356 130,699 0 0 0 0 130,699 16,906 0 0 0 0 16,906

（第４項）
情報の公開と個人情報の保護

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（第５項）
広域行政の推進

54,602 19,622 0 0 0 0 19,622 17,490 0 0 0 0 17,490 17,490 0 0 0 0 17,490

（第６項）
行政運営の改革と効率化

92,273 38,239 16,055 0 0 0 22,184 27,017 10,181 0 0 0 16,836 27,017 10,181 0 0 0 16,836

（第７項）
適正な財政運営の確保

24,824 17,234 0 0 0 0 17,234 4,795 0 0 0 0 4,795 2,795 0 0 0 0 2,795

7,159,571 2,490,833 300,225 214,432 94,400 44,849 1,836,927 2,433,296 320,188 157,488 140,700 22,001 1,792,919 2,235,442 275,638 135,488 35,800 21,886 1,766,630
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第4次原村総合計画　施策の大綱

5 32 119 416

基本構想 項目 ﾘﾝｸ 施　策 具体的な施策

①原村環境保全条例・規則の見直しと開発指導基準の整備

②環境保全に関する広報活動の推進

③環境保全組織の育成・支援

①屋外広告物の統一化の推進

②景観法に基づく原村景観計画の策定

③原村景観条例などの検討

④看板や家屋のデザイン、色彩などのコーディネイトの促進

①幹線道路への花や街路樹の植栽の推進

②管理や手入れに対する住民の参画促進

③住民のみなさんが楽しむことのできるアダプトプログラムの導入（管理形態により検討）

①清掃活動のPRと住民参加の促進

②ポイ捨て防止のための広報の推進

③環境維持事業の推進

①環境にやさしい公共工事の推進

②道路沿線環境の整備

①公害に対する監視体制の強化と事業者及び住民への意識啓発の推進

②ごみの不法投棄、屋外焼却の撲滅をめざしての監視体制の強化と住民への意識啓発

③公害問題に関する相談窓口の充実

④ペットのふん害対策の推進

①ごみの分別排出の徹底とごみ排出抑制に対する住民意識の啓発

②ごみの排出区分の細分化と資源化の推進

③生ごみの自家処理の推進と資源活用方法の研究

④ごみ3R（発生・排出抑制、再使用、再利用）運動の推進

⑤ごみ持ち帰り運動の推進

①広域体制によるごみ処理施設建設の検討

②ごみ排出区分の一元化の推進

①自家処理の推進による生ごみの堆肥化の推進

②ごみの分別収集徹底による資源としての活用促進

③不用となった生活雑貨の再利用の促進

④リサイクルを仲介する民間団体の育成

⑤循環型社会とリサイクルに関する趣旨の啓発

①土壌診断による適正施肥、減農薬と有機農法の推進

②農業用廃プラスチックの適正処理と資源活用

③休耕田を利用したビオトープによる水質浄化と生態系の維持及び学習や憩いの場の提供

①再生可能エネルギー導入促進

②環境学習機会の充実

③公共施設等における温室効果ガス削減

２．省エネルギーへの取り組み ①省エネルギーの導入促進

①ため池のしゅんせつと農業用用排水路の維持補修

②畑かん施設の適正な維持管理の推進

③水源地の保全

①新たな水源の確保

②老朽管の布設替えの実施

③災害に強い水道設備の整備

④健全経営の推進

①河川などの水質検査の継続実施

②浄化槽設置者への意識啓発と維持管理の徹底

③浄化槽排水の処理方法の検討

①下水道接続率向上のための啓発活動の推進

②計画的な管路調査による維持管理の推進

③下水道使用料の適正な料金体系の検討

④健全経営の推進

①払沢上住宅団地の分譲促進

②新たな住宅団地整備の検討

①若者定住に寄与する住宅新築への補助

②災害に強く安全な住宅への誘導

①原村環境保全条例に基づく適正な規制と誘導

②自然環境や景観、生活環境に配慮した潤いのある住宅地の形成

③都市計画法や各種条例などの導入に関する検討

①生け垣や自然石積み河川などの保全と新設

②住民自らが発案する集落行動計画に基づく環境の計画的整備

①自然と暮らしが調和した愛着のある公園・緑地等の整備促進

②親水空間整備を視野に入れた環境整備

①村内の交通動向の的確な把握と村内全域の道路体系の見直し

②茅野市、富士見町へつながる道路の拡幅改良（御狩野線判之木地区）

①諏訪建設事務所との緊密な連携

②主要地方道・茅野北杜韮崎線の歩道設置（中新田地区内）

③一般県道・払沢茅野線の拡幅改良（原郵便局西）

①社会資本整備総合交付金を活用した新たな事業の検討

②住民参加型の道路整備の推進

③橋梁長寿命化修繕計画に基づいた橋梁の保全

①交通安全施設の計画的な整備

②安定的・継続的な除雪体制の確保

①子どもを対象とした交通安全教室の開催

②高齢者を対象とした交通安全教室の開催

③広報紙、広報車などによる交通安全思想の高揚

④交通安全推進団体の育成と活動強化の促進

６．公共交通機関の整備拡充 ①持続可能で利用しやすい公共交通の構築

①高速バス利用者用の駐車場整備

②新公共交通システムとの連携の検討

③高速バス停におけるタクシー情報の充実

①組織体制の強化

②緊急消防援助隊の大規模災害への対応

③高機能指令システムの導入

（第７項）
住民の生活
を守る消
防・防災・
地域安全対
策

1-7

１．広域消防体制の確立

（第６項）
人にやさし
い道路・
ネットワー
クの整備

1-6

１．道路体系の再編成

２．主要地方道・県道の整備促進

３．村道の整備促進

４．交通安全と道路環境の整備

５．交通安全教育の推進

７．高速バス利用対策の推進

（第５項）
自然と調和
した居住環
境の整備

1-5

１．住宅用地の確保

２．住宅対策の拡充

３．各種規制の検討

４．集落環境の整備

５．自然とマッチした公園・緑地・水
辺空間の整備

（第４項）
水資源の確
保保全と上
下水道の整
備

1-4

１．水資源の確保と調整

２．給水施設の整備と施設の有効利用

３．水質保全と生活排水浄化施設の整
備

４．下水道事業の運営管理

1-2

１．ごみ排出抑制

２．ごみ処理体系の広域化

３．リサイクルと循環型社会の推進

４．環境と農業のかかわり

（第３項）
地球温暖化
防止対策

1-3
１．地域新エネルギー利用の促進

（第１
節）人
と自然
を大切
にした
住みよ
い村づ
くり

（第１項）
すばらしい
自然・景
観・環境の
保全と創出

1-1

１．自然環境の保全と共生

２．美しい環境の保全と創出

３．緑と花いっぱい運動の推進

４．村内を美しく、川を汚さない運動
の推進

５．環境にやさしい公共事業

６．公害対策

（第２項）
人と環境に
やさしい持
続可能な
「循環型社
会」の創出



④無線通信のデジタル化

①消防学校初任科及び専門課程への派遣

②計画的な資機材の整備

③消防車両の計画的な更新

④防火貯水槽と消火栓の設置促進

①消防団員の確保と育成

②消防車両の更新

①自主防災組織の育成と地域消防力の強化

②防災拠点となる公共施設等の耐震化の推進

③災害危険箇所・被害想定箇所の把握及び住民への周知

④防災教育・訓練の実施

⑤国民保護法に準じた有事情報の迅速な伝達

⑥デジタル化に対応した無線通信網の整備

①予防査察の強化

②関連法令による火災防止の指導

③住宅への火災警報器設置の啓発

④自主防災組織や地区防災組織の育成・指導

⑤防火･防災訓練の実施による意識の高揚と啓発

①普通救命講習の実施と啓発普及

②計画的な救急救命士の養成

③救急救命士の気管挿管、薬剤投与技術の習得と生涯病院研修の履行

④救急救命器具の普及

⑤救急に関する専門知識と技術の習得

①防犯灯の設置及び修繕に対する支援

②地域安全運動の推進

①危険箇所の把握と出水後のパトロールの実施

②災害発生後の迅速かつ的確な災害復旧事業への取り組み

③住民との緊密な情報交換

①住民のみなさん自らによる自主企画事業への支援

②住民ニーズに応じた講座の開設

③学習成果の活用支援

①図書館施設環境の整備（幅広い資料の収集、ネットワークの充実、居心地の良い環境づくり）

②図書館サービスの充実

③ボランティアグループの協働

④図書館利用のPR活動

①各分野での特技・能力を持った人材の発掘

②プライバシーに配慮した人材バンクの構築

③優れた人材の村づくりへの活用

④住民のみなさんの要望に応じた職員のコーディネイト機能の推進

①学習資料・学習情報の提供

②地域活動・社会参加の促進

③地区館･分館の利用促進

④文化協会の育成

①子育て広場あひるクラブの継続

②家庭教育の啓発活動の推進

③家庭や地域への情報提供

①子ども育成会の活性化

②青少年リーダーの養成

③青少年の住みやすい健全な環境を守るための啓発活動

④青少年健全育成協議会の育成と強化

①小中学校人権教育への支援

②地域住民・企業などへの啓発活動

③学習講座による人権教育の推進

①原中学校校舎大規模改造

②原中学校プ－ル改修の検討

③原中学校外トイレ新設

④図書や教材、教具等の整備充実

⑤中学校周辺の環境整備

①中学校少人数学級（35人）の実施

②小学校T・T講師、中学校AET講師の継続と中学校T・T制の導入

③総合的な学習の時間・道徳・特別活動の支援

④国際交流の推進

⑤教職員の資質向上への支援

⑥小中連携教育の強化

⑦特別支援教育の充実

①学校評議員会の充実

②小中学校ホームページの更新、学校便り・学級通信の充実

③地域公開参観週間の実施

④地域人材の学校教育への活用支援

⑤あいさつ運動の展開

⑥電子メール登録システムの検討

⑦放課後における子どもの自主的活動への支援

⑧地元食材提供団体と小中学校の交流促進や地産地消事業の実施

⑨地域での体験活動の推進

①私立幼稚園運営補助事業の継続

②幼稚園就園奨励費補助事業の継続

③奨学金貸与事業の推進

④「原村教育研究会」の活動の充実

⑤小中学校とこひつじ幼稚園、原村保育所、八ヶ岳中央農業実践大学校との交流促進

①村民の文化・芸術等の発表機会と場所の充実

②各種団体の自発的な活動推進

③八ヶ岳自然文化園・八ヶ岳美術館における文化・芸術の活性化と集客の促進

④原村郷土館における民俗資料の収集展示と体験施設としての確立

①住民を対象とした原村埋蔵文化財収蔵庫の公開

②阿久遺跡における針葉樹の伐採と公園化の推進

③臥竜遺跡における住民の協力による環境整備の継続

④「八ヶ岳縄文遺跡ベルト地帯」の発信

（第３項）
芸術文化活
動や交流の
活性化と地
域文化の振
興

2-3

１．芸術・文化活動の充実

２．遺跡の保存・整備と活用

（第２項）
豊かな人間
形成をめざ
した教育の
推進

2-2

１．学校施設の整備充実

２．教育内容・方法の改善充実

３．地域社会との連携による教育の充
実

４．各教育機関の振興と小･中学校と
の連携

（第２
節）人
と文化
を育む
村づく
り

（第１項）
生涯学習の
体系化と機
会の充実

2-1

１．生涯学習機会の提供と支援

２．図書館施設の充実と利用促進

３．村づくりを担う人材の育成

４．社会教育関係団体の支援・育成･
施設の活用

５．家庭教育の充実

６．地域に育つ子どもたち

７．人権教育の推進

（第７項）
住民の生活
を守る消
防・防災・
地域安全対
策

1-7

１．広域消防体制の確立

２．常備消防体制及び消防力の強化

３．消防団の消防力教化

４．地域防災体制の確立

５．消防・防災意識の高揚

６．救急救助体制の充実

７．地域安全体制の確立

８．治山事業と河川改修の推進

（第１
節）人
と自然
を大切
にした
住みよ
い村づ
くり



①村指定無形民俗文化財エーヨー節及びコチャかまやせの節の伝承

②指定文化財をはじめ、道祖神など石造文化財の保護意識の向上

③民俗資料の収集・保存

④機織りのこころを伝える「織りの里　原村」のイメージを高め、住民参加による保存活用

①器具等の計画的な維持補修による利便性の向上

②施設の効率的な管理運営とサービスの向上

①公園や広場の整備

②広報による公園や広場の利用促進

③生涯学習活動やスポーツ振興との連携による活用促進

④管理の仕組みづくりと安全管理の推進

①スポーツ指導者との連携によるスポーツの振興

②スポーツリーダーの活用

４．生涯スポーツの普及 ①スポーツイベントや気軽にできるスポーツ教室等の開催

①体育協会やスポーツ登録団体の組織強化

②スポーツ団体相互の交流促進

①戸田地区を含む沼津市との交流の拡大

②地域間交流の検討

①原村人づくり事業を活用したプケコヘ区との交流促進

②村内在留外国人への支援体制の構築

③国際感覚豊かな人材の育成

①「原村女性団体連絡協議会」の活動支援の推進

②各種研修機会への参加推進

③審議会、委員会などへの積極的な参加の促進

④男女共同参画計画の推進

①各種健診・検診の受診率向上

②健診体制の整備

③精密検査が必要な住民の定期追跡と受診勧奨

④健康づくりの意識づけ

①乳幼児期からの正しい食生活の知識の普及

②地域の産物を利用した料理の普及

③食事を家族団らんや仲間とのコミュニケーションの場として提唱

①規則正しい生活リズムの大切さと運動の必要性を周知

②さまざまな運動の紹介

③仲間づくりや場の提供

①こころの病気を理解しあえる地域づくりの推進

②相談窓口の設置

③自殺予防の推進

④心身の健康維持促進

⑤高齢者の閉じこもり予防の推進

①未成年者に対する健康被害の教育の推進

②健康被害の知識の普及

③家庭や学校・地区組織の連携による禁煙・アルコール対策の推進と環境整備

④禁煙や断酒希望者への支援体制の充実

①歯科知識の普及啓発

②正しい生活習慣の定着促進

③8020運動の知識普及と推進

①診療機関相互の連携による医療体制の充実

②地域医療の推進

①在宅介護の支援

②住環境の整備の支援

③高齢者や認知症の人を地域で支えるネットワークづくりの推進

④介護知識の普及・啓発

①介護予防教室への参加の促進

②介護保険・老人福祉サービスの情報の提供

③高齢者の住みよい環境づくりの推進

④医療費特別給付金制度の継続

①安心して暮らせるための相談支援

②施設サービスの支援

③在宅サービスの充実への支援

①生きがいづくりと場所の提供

②就労の支援と機会の確保

③ボランティア活動への参加の促進

④公共交通・移送サービスの充実

⑤安心して暮らせるネットワークづくりの推進

⑥高齢者に対する交通安全の推進

①きめ細やかな相談体制の充実

②障がいの早期発見・早期対策と療育・保育・教育の充実

③就労の促進に向けた支援

①日常生活を支える福祉サービスの充実と福祉制度の周知

②健診の受診促進と訪問指導の充実

①障がい者に対する理解の促進と人権擁護の啓発

②住みよい福祉の村づくりの推進

①きめ細やかな母子保健事業の継続と経済的支援の実施

②「食」を通じた健康づくりの推進

③思春期の心と体の健康づくりに向けた相談体制の充実

①保育サービスの充実

②子育て家庭への経済的支援の継続

①保育所・幼稚園による子育て支援

②「子育て支援センター」設置の検討

③住民のみなさんと協働による子育て支援

①国保保健指導事業への取り組みと医療費適正化の推進

②保険税収納率の向上

③制度啓発の推進

①国民年金制度の意義と役割についての周知

②国と連携し、対象者への制度加入と納付の促進

③年金相談の充実

①消費生活情報の提供や啓発用パンフレットの配布

（第５項）
生活の安定
と保険・年
金制度の円
滑な推進

3-5

１．医療保険制度の健全運営

２．年金制度の充実

（第６項）
安心して暮
らせる村づ
くり

3-6

１．消費生活の安全と向上

（第３項）
障害者の自
立と社会参
加の促進

3-3

１．福祉の充実と社会参加の促進

２．日常生活の支援

３．参画できる地域社会の実現

（第４項）
健やかな子
育て環境づ
くりの推進

3-4

１．親子の健康増進と福祉の充実

２．子育てと仕事ができる環境づくり
の推進

３．地域における子育て支援

（第２項）
高齢化社会
への対応と
きめ細やか
な高齢者福
祉の推進

3-2

１．住み慣れた地域で生活していくた
めの在宅介護 の支援

２．健康でいきいきした生活を送るた
めの保健予防・啓発の推進

３．自らの選択・自己決定で福祉サー
ビスを利用する

４．高齢者の社会参加の支援

（第３
節）健
康とし
あわせ
を誇れ
る福祉
の村づ
くり

（第１項）
地域で支え
合い健やか
に生きる

3-1

１．住民主体の積極的な健診受診と、
結果を活かした健康づくりの推進

２．自らの問題に「気づく」ことがで
きる栄養・食生活の改善

３．個人の健康状態に応じた運動の推
進

４．こころの健康維持と休養の推進

５．地域ぐるみで喫煙防止とアルコー
ルについての知識の普及

６．歯の健康の推進

７．地域医療の充実

５．社会体育団体･グループ等の育成

（第５項）
交流による
地域づくり
と国際化

2-5

１．地域間交流の推進

２．国際交流の推進

（第６項）
男女共同参
画の社会づ
くり

2-6 １．男女共同参画推進体制の整備

（第３項）
芸術文化活
動や交流の
活性化と地
域文化の振
興

2-3

３．文化財の保存と活用

（第４項）
スポーツ・
レクリエー
ション交流
の推進

2-4

１．体育・スポーツ施設の充実

２．公園や広場の有効活用

３．地域スポーツ指導者の育成と指導
体制の確立

（第２
節）人
と文化
を育む
村づく
り



②消費者組織やリーダーの育成と消費者運動の活性化

③国・県の消費生活センターとの連携を強化した苦情・相談処理体制の確立

④不用品活用市などによる不用品の再活用の促進

①専門機関と連携した相談体制の充実　

②利用しやすい相談所の開設

③結婚活動推進事業の実施

①補助事業を活用した農道舗装と住民協働の道づくりの推進

②補助事業の活用と住民協働の両面での、農業用施設の維持管理の推進

③農業近代化施設の利用拡大の推進

④補助事業を活用した水路整備

①  農地の流動化事業による、中核的担い手農家への農地の利用集積と、遊休農地の解消促進

②中山間地域直接支払制度利用による農用地の保全

③農業振興地域整備事業に基づく優良農地の積極的な保全の推進

④市民農園・観光農園・農業体験による遊休農地の利用促進

⑤農地・水・環境保全向上対策による農地の保全

⑥有害鳥獣被害防止対策の実施

⑦農業制度資金利子補給及び利子助成事業

①野菜 

　ア　残留農薬検査や農薬の適正使用に関する指導による、消費者ニーズに応じた、安心安全で、特色

　　　 ある野菜栽培の推進

　イ　土壌検査に基づいた適正な施肥指導による、化学肥料の使用量を抑えた環境保全型農業の推進

　ウ　消費者の嗜好に合った新しい作物の研究による、安定した農業経営の推進

　エ　安全で美味しい野菜の生産拡大と野菜のブランド化の推進、消費拡大のPRによる価格の安定化

　オ　高温障害を防止するために、遮光シートの購入を支援

②水稲

　ア　消費者ニーズに対応した安全で良質な米づくりの促進

　イ　県農事試験場原村試験地と連携し、原村の気候に適合した食味が良く冷害に強い新品種の研究

       促進

　ウ　米価の維持と自給力向上のために、生産調整を実施すると共に、新規需要米の生産に取り組む

③花卉

　ア　主要な花卉の生産技術の普及改良による産地の形成

　イ　信州諏訪農業協同組合との協力による、消費者の嗜好に合った、高品質で採算性の高い新品種の

　　 　研究・開発

④畜産

　ア　循環型農業をめざす、堆肥センターを利用した家畜排出物の処理方法の検討

⑤きのこ

　ア　菌茸培養センターの利用促進と、経営の合理化の推進及び、きのこの消費拡大

①地場産品製造のための施設整備、組織体制の構築、及び付加価値の高い農産加工品の開発と

　　販路の検討

②農産物直販所の活用と整備の推進

③農産物の販路の拡大

④安全で安心な農産物生産の促進 

①労働環境の改善と農業経営の安定化の促進

②農業後継者の育成支援と新規参入者の受け入れ体制の整備促進

③認定農業者の育成拡大と、担い手農家、集落営農へのステップアップ

④農業労働災害の防止活動の推進

⑤高齢者や小規模農家が生きがいを持って継続できる農業の推進

①農作業受託組合の活用促進による、農作業の軽減と、営農合理化の促進

②集落営農の組織化の推進

①村有林の計画的な整備

②間伐材の有効利用

③間伐の普及・啓発

④間伐後の手入れ方法の検討

⑤公民協働による村有林整備の推進

①工房や農家などの体験施設のネットワーク化と、体験メニューの提案

②ペンションなどの宿泊施設や工房、農家等の受け入れのコーディネイト体制の創設

③モデルコースの提案と宣伝活動の推進

④地域を挙げてのおもてなしの心の醸成

⑤地域住民等ボランティアによる環境整備維持活動の促進

①観光農園（ペンションガルテン）を整備し、農業との連携による滞在型観光の振興

②農作物収穫体験などによる新たな観光魅力の付加

①森林資源を活用した交流の推進

②環境や健康に配慮した観光の促進

①地域資源を活用した滞在型モデルコースの提案・PR

②環境や健康に配慮した観光の促進

③各種施設やイベントなどの連携による活性化推進

①八ヶ岳観光圏を活用しての着地型旅行商品の企画・販売の支援

②メディアを積極的に活用した観光情報の発信

③インバウンド事業の体制構築及び支援

④キャンペーン等PR活動協力団体の構築の検討

⑤観光協会・商工会などの活動支援

６．観光バス利用対策の推進 ①八ヶ岳観光圏事業による、首都圏からの直行バス運行の可能性の検討

①情報ネットワークの構築による総合案内機能の整備

②ホームページなどによる観光情報の発信

③観光案内所の移転・整備

①ホームページや観光キャンペーン等を活用したPR活動の推進

②宿泊や体験・観光施設を組み合わせたモデルコースの提案・PR

③プラネタリウムの設備や番組の更新

①資金制度・投資助成制度の充実による経営基盤の強化と規模拡大への支援

②国・県・大学・NPO等支援機関が行う人材育成や技術開発の情報提供及び参加促進の支援

③工業技術展等への参加による技術情報の収集及び販路拡大の促進

④産学官連携事業の支援

⑤商工会による研修・指導相談体制強化への支援

①情報の把握、収集による、優良企業の村内誘致推進

②原村商工業振興条例による必要な振興措置の実施

①商工会による研修・指導・相談体制の強化への支援

②各種制度資金の活用による経営基盤の安定化

（第５項）
商業・サー
ビス業の振
興

4-5

１．商業経営の近代化・活性化の促進

（第３項）
「原村ブラ
ンド」を活
かした観光
の振興

4-3

１．観光拠点の再生とネットワークの
整備

２．星・音楽をテーマとした観光ブラ
ンド

（第４項）
工業の振興
と企業の誘
致

4-4

１．既存企業の支援と育成

２．優良企業の立地促進

（第２項）
観光を中心
にした、各
産業間の連
携と「原村
ブランド」
の創出

4-2

１．住民参加による体験型観光の育成

２．農業との連携による活性化

３．森林を活用した観光振興

４．各種地域資源を活用した活性化

５．観光推進体制の充実

（第４
節）環
境と共
生した
活力の
ある村
づくり

（第１項）
原村の現状
に沿った特
色あるきめ
細かな農林
業振興

4-1

１．農業生産基盤の整備と農業近代化
施設の充実と利用促進

２．農用地の保全と高度利用

３．主要農畜産物の振興

４．農産物の付加価値化

５．農業労働力の確保と農業後継者の
育成・援助

６．農業生産組織の育成

７．地域林業の振興と森林の育成・有
効活用

（第６項）
安心して暮
らせる村づ
くり

3-6

１．消費生活の安全と向上

２．住民相談の充実

（第３
節）健
康とし
あわせ
を誇れ
る福祉
の村づ
くり



③利便性の高い経営形態や特色のある商品開発など経営力向上の促進

④国・県の活性化支援事業による人材育成等の活性化の促進

①原村産農産物を利用した地域特産品やお土産の研究、商品化の促進

②観光業との連携による、新メニューの提供や消費拡大の推進

③原村特産品の認定制度を検討

①雇用・就職対策の推進

②新規学卒者のための企業ガイダンスの充実

③職業技術の習得と就業の支援

④勤労者向け融資制度の充実と中小企業労働者の福利厚生向上の支援策の検討

⑤雇用や就職のための情報収集や相談窓口設置の検討

①住民のみなさんの声が村づくりに反映する場の整備

②住民活動団体等の相談窓口の整備

①むらづくり生涯学習推進体制の充実

②専門部会の再編及び自立支援

③学習の成果を活かせる機会の提供

④むらづくり講座（行政講座）の充実

⑤むらづくり生涯学習の趣旨普及

①自治組織への加入支援

②集落行動計画の策定支援

③コミュニティ活動の推進と支援

④自立的な地域活動に対する支援

４．地域通貨に関する検討

①見やすくわかりやすい広報紙の作成

②生活総合カレンダーの作成

③配布物の配布方法や定置場所の検討

④村外者に対する情報発信とPR活動の促進

①村長との対話の継続

②住民のみなさんから生の意見・要望を聴く場の設置

③住民総参加の村づくりを推進

①行政チャンネルのデジタル化

②施設維持負担金制度の見直しの検討

③放送エリア拡大による情報格差の是正と平等な情報提供

④有線放送事業の合理的運営方法の検討

①最新情報の提供による住民サービスの向上

②ホームページの更新（リニューアル）

①インターネットを活用した住民サービスの向上

②インターネットを活用した村づくりの推進

③情報の安全性の確保

①地域づくり・人づくりを前提としたICT講座の開催

②修得した技能を活用し、発展的な学習や利用ができる講座の開催

③講座終了後の学習継続性と技能向上をねらいとしたサポート体制の設置

①情報公開制度の周知徹底

②情報の整理と電子化の積極的推進

③ガラス張りの行政と住民参画の推進

２．個人情報の保護 ①個人情報の適正な管理・運営の推進

①中央東線高速化の促進

②広域的な観光振興の展開

③諏訪圏域内幹線道路の一体的な整備の促進

①事務処理の共同化の推進

②効率的な組織運営のための調査研究

①住民の利便性が図られる組織の再編

②事務処理・意思決定の迅速化

③効率的な窓口体制の構築

①人事評価制度を取り入れた、年功序列主義から能力主義への転換

②「原村人材育成基本方針」による職員づくり

③計画的及び柔軟に対応できる定員管理と事務事業の整理統合

④自治体間の人事交流

①原村行政改革大綱（第3次改訂版）の推進

②行政評価システムの導入

③指定管理者制度による管理運営の委任と評価

①小中学校における税教育の推進

②未評価建物の調査、課税評価の実施

③適切な滞納整理の実施

①行財政改革プログラム（改訂版）に即した経費節減策の推進

②計画実現に向けた弾力的・効率的な財政運営の展開

③財政情報の提供と財政運営の透明性の確保

④事務・事業の検証による適正な予算配分の推進

①村税負担の適正化と収納率向上対策の実施

②受益者負担の原則に基づく使用料・手数料などの適正化

③遊休村有地の活用方法や売却の検討

④村債の計画的な借入れと公債費負担の抑制

⑤財政分析と中長期的な計画に基づく安定した財政運営の実施

（第６項）
行政運営の
改革と効率
化

5-6

１．組織機構の改革

２．人事管理と職員能力の向上

３．事務内容の合理化

（第７項）
適正な財政
運営の確保

5-7

１．税源の確保と公平な課税

２．時代に適応した効率的な財政運営
の推進

３．財政の基盤強化と効率的な財政運
営の推進

（第４項）
情報の公開
と個人情報
の保護

5-4
１．情報の公開

（第５項）
広域行政の
推進

5-5

１．広域行政による統一のとれた活性
化

２．広域行政による効率的な行政運営

（第３項）
情報ネット
ワーク活用
によるサー
ビス向上と
情報発信に
よる村の活
性化

5-3

１．有線放送事業の充実

２．ホームページを活用した住民サー
ビスの向上

３．インターネットを活用した活性化

４．住民の情報能力の向上
（第５
節）計
画推進
の方策

（第１項）
公民協働の
村づくりの
推進

5-1

１．住民参画による村づくり

２．生涯学習を基本とした村づくり

３．コミュニティ活動の自主的取り組
み

（第２項）
広報・広聴
活動の推進

5-2

１．広報活動の充実

２．広聴活動の拡充

（第５項）
商業・サー
ビス業の振
興

4-5

１．商業経営の近代化・活性化の促進

２．他産業との連携による商業の振興

（第６項）
雇用・勤労
者対策の推
進

4-6 １．雇用対策の充実

（第４
節）環
境と共
生した
活力の
ある村
づくり



（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした住み良い村づくり

（第２項）人と環境にやさしい持続可能な「循環型社会」の創出

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 10,611 46,260 70,481 5,789

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 10,692 46,260 70,481 5,845

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 10,692 46,260 55,242 5,845

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

5,845

29

年

度

実 施 内 容

可燃ごみの収集運搬 可燃ごみ焼却施設運営 不燃・粗大ごみ、資源
ビンの収集運搬・資源
化処理及びし尿処理施
設、粗大ごみ処理施
設、最終処分場の運営

資源物の収集運搬・選
別保管・資源化処理

事 業 費 10,692 46,260 55,242

財
源
内
訳

事 業 費 10,692 46,260 70,481 5,845

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

可燃ごみの収集運搬 可燃ごみ焼却施設運営 不燃・粗大ごみ、資源
ビンの収集運搬・資源
化処理及びし尿処理施
設、粗大ごみ処理施
設、最終処分場の運営

資源物の収集運搬・選
別保管・資源化処理

5,789

27

年

度

実 施 内 容

可燃ごみの収集運搬 可燃ごみ焼却施設運営 不燃・粗大ごみ、資源
ビンの収集運搬・資源
化処理及びし尿処理施
設、粗大ごみ処理施
設、最終処分場の運営

資源物の収集運搬・選
別保管・資源化処理

事 業 費 10,611 46,260 70,481

27～29年度事業費計 31,995 138,780 196,204 17,479

総 事 業 費 - - - -

実 施 期 間 H23～継続 H11～継続 S49～継続 H11～継続

予算科目（款･項･目） 4.2.1 4.2.1 4.2.1 4.2.1

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

可燃ごみの収集運搬 可燃ごみ焼却施設運営

負担金支出先：諏訪南
行政事務組合

不燃・粗大ごみ、資源ビン
の収集運搬・資源化処理及
びし尿処理施設、粗大ごみ
処理施設、最終処分場の運
営

負担金支出先：南諏衛生施
設組合

資源物の収集運搬・選
別保管・資源化処理

事 業 名

可燃ごみ収集運搬事業 諏訪南行政事務組合負
担金（可燃ごみ焼却施
設）

南諏衛生施設組合負担
金

資源物回収事業

担 当 係 環境係 環境係 環境係 環境係

具 体 的 な 施 策

①ごみの分別排出の徹
底とごみ排出抑制に対
する住民意識の啓発

①ごみの分別排出の徹
底とごみ排出抑制に対
する住民意識の啓発

①ごみの分別排出の徹
底とごみ排出抑制に対
する住民意識の啓発

④ごみ3R（発生・排出
抑制、再使用、再利
用）運動の推進

（単位：千円）

項 目

施 策

２．ごみ処理体系の広
域化

２．ごみ処理体系の広
域化

２．ごみ処理体系の広
域化

３．リサイクルと循環
型社会の推進



（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした住み良い村づくり

（第３項）地球温暖化防止対策

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 6,000 300

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 6,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

原村電気自動車等導入
補助金
１台50,000円

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

事 業 費 6,000

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

一般住宅用の太陽光発
電システムの設置に要
する費用の一部を補助
〔上限〕20万円（村外
業者10万円）

27

年

度

実 施 内 容

一般住宅用の太陽光発
電システムの設置に要
する費用の一部を補助
〔上限〕20万円（村外
業者10万円）

EV車購入補助

事 業 費 6,000 300

27～29年度事業費計 12,000 300

総 事 業 費 18,000 1,300

実 施 期 間 H26～28 H25～H27

予算科目（款･項･目） 2.1.11 2.1.11

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

環境にやさしいまちづ
くりを推進するため、
一般住宅用の太陽光発
電システムの設置に要
する費用の一部を補助
（H26～H28）

EV車購入補助H25～27

事 業 名

太陽光発電システム設
置補助事業

電気自動車等導入補助
事業

担 当 係 環境係 村づくり係

具 体 的 な 施 策

①再生可能エネルギー
導入促進

①省エネルギーの導入
促進

（単位：千円）

項 目

施 策

１．地域新エネルギー
利用の促進

２．省エネルギーへの
取り組み



（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした住み良い村づくり

（第４項）水資源の確保保全と上下水道の整備

国 庫 支 出 金 6,176

県 支 出 金 6,176

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 45600 55,600 5,000 6,176

国 庫 支 出 金 4,860

県 支 出 金 4,860

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 20,000 30,000 30,000 5,000 4,860

国 庫 支 出 金 4,860

県 支 出 金 4,860

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 20,000 30,000 5,000 4,860

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

事 業 費 20,000 30,000 5,000 14,580

給水管の鉛管からポリ
エチレン管への取替

合併処理浄化槽設置補
助

30基

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

水源確保
配水池等整備

（第１水源整備等）
　緊急遮断弁設置

深山

管布設替
（南原地区）

事 業 費 20,000 30,000 30,000 5,000 14,580

給水管の鉛管からポリ
エチレン管への取替

合併処理浄化槽設置補
助

30基

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

　緊急遮断弁設置
八ﾂ手

水道施設（水源・配水
池）の集中監視システ
ム構築

送水管布設替
（原山地区）
第３水源配水池から第
２水源配水池配水

事 業 費 45,600 55,600 5,000 18,528

給水管の鉛管からポリ
エチレン管への取替

合併処理浄化槽設置補
助

30基

27

年

度

実 施 内 容

水源確保
配水池等整備
（第２水源整備等含
み）

配水管布設替
（上里地区）
送水管布設替
（原山地区）
第５水源配水池から第
６水源配水池

47,68827～29年度事業費計 85,600 30,000 115,600 15,000

80,190総 事 業 費 432,000 30,000 640,000 40,000

H７～継続実 施 期 間 H23～H28 H28 H14～H31 H23～H30

４・１・５予算科目（款･項･目） 水道事業会計 水道事業会計 水道事業会計 水道事業会計

高度処理型浄化槽設置
に係る費用への補助

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

水源確保 水道施設（水源・配水
池）の集中監視システ
ム構築

配水管布設替
L=18km

給水管の鉛管からポリ
エチレン管への取替

合併処理浄化槽整備事
業

事 業 名

上水道事業 上水道事業 上水道事業 上水道事業

環境係担 当 係 上下水道係 上下水道係 上下水道係 上下水道係

②浄化槽設置者への意
識啓発と維持管理の徹
底

具 体 的 な 施 策

①新たな水源の確保 ③災害に強い水道設備
の整備

②老朽管の布設替えの
実施

②老朽管の布設替えの
実施

３．水質保全と生活排
水浄化施設の整備

（単位：千円）

項 目

施 策

１．水資源の確保と調
整

２．給水施設の整備と
施設の有効利用

２．給水施設の整備と
施設の有効利用

２．給水施設の整備と
施設の有効利用



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

事 業 費

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

事 業 費

27

年

度

実 施 内 容

27～29年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした住み良い村づくり

（第４項）水資源の確保保全と上下水道の整備

2,800 3,400 5,000 31,500 2,900

2,100 5,500 5,700 35,400 2,900

2,100 6,500 5,700 35,400 2,900

2,100 6,500 5,700 35,400 2,900

管路調査及び管路修理浄化槽放流水を敷地内
処理するために設置す
る排水処理施設（トレ
ンチ）設置補助
30基

八ツ手下マンホールポ
ンプ1号・2号交換、配
管類交換

諏訪湖流域下水道
豊田終末処理場建設

諏訪湖流域下水道
維持管理（汚水処理】
負担金

2,100 5,500 5,700 35,400 2,900

管路調査及び管路修理浄化槽放流水を敷地内
処理するために設置す
る排水処理施設（トレ
ンチ）設置補助
30基

分杭北マンホールポン
プ1号・2号交換、配管
類交換

諏訪湖流域下水道
豊田終末処理場建設

諏訪湖流域下水道
維持管理（汚水処理】
負担金

2,800 3,400 5,000 31,500 2,900

管路調査及び管路修理浄化槽放流水を敷地内
処理するために設置す
る排水処理施設（トレ
ンチ）設置補助
30基

農協下マンホールポン
プ1号・2号交換、配管
類交換

諏訪湖流域下水道
豊田終末処理場建設

諏訪湖流域下水道
維持管理（汚水処理】
負担金

7,000 15,400 16,400 102,300 8,700

11,550

H９～継続 H18～継続 S60～継続 S63～継続 H15～継続

４・１・５ 水道事業会計 水道事業会計 水道事業会計 水道事業会計

浄化槽放流水を敷地内
処理するために設置す
る排水処理施設（トレ
ンチ）設置費用への補
助

マンホールポンプ交換 諏訪湖流域下水道
豊田終末処理場建設

流域維持管理負担金 管路調査及び管路修理

排水処理施設設置事業 下水道事業 流域下水道事業 下水道事業 下水道事業

環境係 上下水道係 上下水道係 上下水道係 上下水道係

②浄化槽設置者への意
識啓発と維持管理の徹
底

②計画的な管路調査に
よる維持管理の推進

④健全経営の推進 ④健全経営の推進 ④健全経営の推進

３．水質保全と生活排
水浄化施設の整備

４．下水道事業の運営
管理

４．下水道事業の運営
管理

４．下水道事業の運営
管理

４．下水道事業の運営
管理

（単位：千円）



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

事 業 費

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

事 業 費

27

年

度

実 施 内 容

27～29年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした住み良い村づくり

（第４項）水資源の確保保全と上下水道の整備

6,000

6,000

下水道施設集中監視シ
ステム再構築

6,000

6,000

Ｈ28

水道事業会計

下水道施設集中監視シ
ステム再構築

下水道事業

上下水道係

④健全経営の推進

４．下水道事業の運営
管理

（単位：千円）



（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした住み良い村づくり

（第５項）自然と調和した居住環境の整備

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 18,100

一 般 財 源 10,000 3,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 4,000

一 般 財 源 5,000 3,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 4,000

一 般 財 源 43,080

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

コミュニティ助成事業
（一般コミュニティ助
成事業、コミュニティ
センター助成事業、地
域防災組織育成助成事
業）

事 業 費 43,080 4,000

地区公園遊具等の整備
及び地域防災組織育成
助成事業2地区

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

土地購入
設計
土地造成

事 業 費 5,000 3,000 4,000

地区公園遊具等の整備
及び地域防災組織育成
助成事業2地区

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

40歳未満で村内に自ら
居住するための住宅を
新築し定住する者への
補助

村内の施工業者で50万
円以上のリフォームを
実施した場合、一律10
万円を補助

事 業 費 10,000 3,000 18,100

27

年

度

実 施 内 容

40歳未満で村内に自ら
居住するための住宅を
新築し定住する者への
補助

土地購入
設計
土地造成

村内の施工業者で50万
円以上のリフォームを
実施した場合、一律10
万円を補助

地区公民館建替え、公
園遊具等の整備及び地
域防災組織育成助成事
業1地区

27～29年度事業費計 15,000 43,080 6,000 26,100

総 事 業 費 97,000 204,595 9,000 -

実 施 期 間 H18～28 H29～30 H26～28 S*～継続

予算科目（款･項･目） 2.1.11 2.11.17 2.1.11 2.1.11

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

40歳未満で村内に自ら
居住するための住宅を
新築し定住する者への
補助
（H18～H27新築分）

公営住宅整備事業
公営住宅　２棟８戸

住民が安心して住み続
けられる住まいづくり
を促進し、村内住宅関
連業者の振興や地域の
活性化を図ることを目
的とする補助
（H26～H28）

地区公園遊具等の整備

事 業 名

若者定住促進事業 公営住宅整備 住宅リフォーム促進事
業

地域団体等支援事業

担 当 係 環境係 環境係 環境係 村づくり係

具 体 的 な 施 策

①若者定住に寄与する
住宅新築への補助

②新たな住宅団地整備
の検討

その他 ①自然と暮らしが調和
した愛着のある公園・
緑地等の整備促進

（単位：千円）

項 目

施 策

２．住宅対策の拡充 ２．住宅対策の拡充 ２．住宅対策の拡充 ５．自然とマッチした
公園・緑地・水辺空間
の整備



（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした住み良い村づくり

（第６項）人にやさしい道路・ネットワークの整備

国 庫 支 出 金 6,000 10,000

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 4,000 20,914 2,709 9,000 15,000

国 庫 支 出 金 14,800

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 3,000 17,000 3,600 22,200

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 3,000 17,000 3,600

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

国庫支出金：社会資本
整備総合交付金

国庫支出金：社会資本
整備総合交付金

事 業 費 3,000 17,000 3,600

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

道路台帳補正業務委託 道路補修
側溝補修
オーバーレイ
パッチング

砕石等の道路維持資材
の支給

事 業 費 3,000 17,000 3,600 37,000

工事費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

道路台帳補正業務委託 道路補修
側溝補修
オーバーレイ
パッチング

砕石等の道路維持資材
の支給

事 業 費 4,000 20,914 2,709 15,000 25,000

工事費
27

年

度

実 施 内 容

道路台帳補正業務委託 道路補修
側溝補修
オーバーレイ
パッチング

砕石等の道路維持資材
の支給

工事費

27～29年度事業費計 10,000 54,914 9,909 15,000 62,000

総 事 業 費 - - - 48,000 120,117

実 施 期 間 *～継続 *～継続 H15～継続 H25～27 H24～28

予算科目（款･項･目） 7.1.1 7.1.2 7.1.2 7.1.3 7.1.3

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

道路台帳補正業務 道路補修
側溝補修
オーバーレイ
パッチング

砕石等の道路維持資材
の支給

村道7048号
L=1650m W=5.0m     舗
装打換え

村道9002号線
L=1500m W=5.0m
道路改良

事 業 名

道路台帳補正業務 道路維持補修工事 建設資材等支給事業 社会資本道路改良
中央高原別荘

社会資本道路改良
広河原線

担 当 係 建設係 建設係 建設係 建設係 建設係

具 体 的 な 施 策

①村内の交通動向の的
確な把握と村内全域の
道路体系の見直し

①村道の計画的な整備
の促進

②住民参加型の道路整
備の推進

①村道の計画的な整備
の促進

①村道の計画的な整備
の促進

３．村道の整備促進

項 目

施 策

１．道路体系の再編成 ３．村道の整備促進 ３．村道の整備促進 ３．村道の整備促進

（単位：千円）



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

事 業 費

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

事 業 費

27

年

度

実 施 内 容

27～29年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした住み良い村づくり

（第６項）人にやさしい道路・ネットワークの整備

4,800 4,000 3,000 4,200

1,800 2,500

7,200 6,000 200 300

31,200 4,200 16,200

2,500 9,700

46,800 300 1,100
工事
費橋
梁(上
部工)
道路
改良

30,600

18,300

2,100
国庫支出金：社会資本
整備総合交付金

国庫支出金：社会資本
整備総合交付金

国庫支出金：社会資本
整備総合交付金　(防
災・安全)  　  道路局
所管

国庫支出金：社会資本
整備総合交付金（防
災・安全）    道路局
所管

国庫支出金：社会資本
整備総合交付金

51,000

78,000 7,000 27,000

工事費 ネクスコ委託 橋梁詳細設計(上部工)
工事費(橋梁下部工)

12,000 10,000 5,000 7,000

工事費 工事費 工事費 ネクスコ委託 橋梁詳細設計(下部工)

12,000 85,00012,000 10,000 78,000

78,000 24,000 90,00035,100 15,000

H24～27 H28 H26～27 H25～29H24～27

7.1.3 7.1.3 7.1.3 7.1.3 7.1.3

村道3096号線他
袴道路橋4橋修繕

村道7080号線       弓
振15号橋架け替え
L=18.0m W=5.0m

村道7254号線
L=320m W=5.0m
道路改良

村道7080号線
L=360m W=1.35m
歩道整備

村道2007号線
L=2700m W=7.5m
切削オーバーレイ

社会資本道路改良
エコーライン

防災・安全社会資本整
備交付金(橋梁修繕)
中央自動車道袴道路橋

防災・安全社会資本整
備交付金(橋梁修繕)
ペンション農場線

社会資本道路改良
大かつら線

社会資本道路改良
ペンション農場線

建設係 建設係 建設係 建設係建設係

①村道の計画的な整備
の促進

①村道の計画的な整備
の促進

①村道の計画的な整備
の促進

①村道の計画的な整備
の促進

①村道の計画的な整備
の促進

３．村道の整備促進 ３．村道の整備促進 ３．村道の整備促進 ３．村道の整備促進 ３．村道の整備促進

（単位：千円）



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

事 業 費

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

事 業 費

27

年

度

実 施 内 容

27～29年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした住み良い村づくり

（第６項）人にやさしい道路・ネットワークの整備

123

2,327

6,000

450

8,550 5,000 5,000 3,000 4,000

12,000

15,000 12,000 8,000
補助事業との調整
茅野市道分は含まない
実施期間未定

補助事業との調整
実施期間未定

国庫支出金：社会資本
整備総合交付金（防
災・安全）    道路局
所管

12,000 20,00015,000

工事費 工事費 橋梁点検

5,000 5,000 3,000 10,0009,000

工事費 測量設計 測量設計 橋梁点検

2,450

用地補償、物件移転

30,00011,450 20,000 17,000 3,000

25,000 30,00013,793 20,000 17,000

H28～29 H28～ Ｈ28～29H26～28 H28～29

7.1.3 7.1.3 7.1.3 7.1.37.1.3

橋梁法定点検村道4006号線  L=90m
W=4.0m         　　道
路改良

村道2012号線  L=100m
W=7.0m         道路改
良

村道6187号線   L=70m
W=5.5m         道路改
良

村道4555号線   L=180m
W=5.0m         道路改
良

社会資本道路改良　払
沢・室内

防災・安全社会資本整
備交付金

道路改良事業
大久保

道路改良事業
中央道側道

社会資本道路改良
判之木御狩野線

建設係 建設係 建設係建設係 建設係

①村道の計画的な整備
の促進

①村道の計画的な整備
の促進

①村道の計画的な整備
の促進

①村道の計画的な整備
の促進

①村道の計画的な整備
の促進

３．村道の整備促進 ３．村道の整備促進 ３．村道の整備促進 ３．村道の整備促進 ３．村道の整備促進

（単位：千円）



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

事 業 費

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

事 業 費

27

年

度

実 施 内 容

27～29年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした住み良い村づくり

（第６項）人にやさしい道路・ネットワークの整備

250

4,750 4,000 12,000 14,937

850 140 25

16,150 2,660 475 12,000 14,937

650 280 500

12,350 5,320 9,500 12,000 14,937
国の補助制度が変わり
事業者補助に変更。地
域公共交通確保維持事
業

12,000 14,93713,000 5,600 10,000

道路改良 村道の除雪委託
融雪剤の散布、委託

本運行道路改良 道路改良

500 12,000 14,93717,000 2,800

測量・用地 用地 村道の除雪委託
融雪剤の散布、委託

本運行用地・補償

4,000 12,000 14,9375,000

測量 村道の除雪委託
融雪剤の散布、委託

本運行測量

35,000 8,400 14,500 36,000 44,811

--

*～継続 H22～継続Ｈ27～ Ｈ28～29 Ｈ27～

7.1.3 7.1.2 2.1.117.1.3 7.1.3

道路改良　Ｌ＝130 道路改良　Ｌ＝70 道路改良　Ｌ＝175 村道の除雪委託
融雪剤の散布、委託

茅野市・原村地域公共
交通総合連携計画に基
づく実証運行の実施・
評価

公共交通推進事業道路改良事業　八ﾂ手 道路改良事業中学校下 道路改良事業保育所上 道路除雪・融雪事業

建設係 村づくり係建設係 建設係 建設係

①村道の計画的な整備
の促進

②安定的・継続的な除
雪体制の確保

①持続可能で利用しや
すい公共交通の構築

①村道の計画的な整備
の促進

①村道の計画的な整備
の促進

３．村道の整備促進 ３．村道の整備促進 ４．安全対策と道路環
境の整備

６．公共交通機関の整
備拡充

３．村道の整備促進

（単位：千円）



（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした住み良い村づくり

（第７項）住民の生活を守る消防・防災・地域安全対策

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 24,761

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,573 5,746

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 防 3,900 防 7,200

そ の 他

一 般 財 源 1,300 800

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 防 7,200

そ の 他

一 般 財 源 800

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

長野県グリーンディー
ル基金事業

29

年

度

実 施 内 容

小型動力ポンプ付き積
載車１台（柏木）

事 業 費 8,000

財
源
内
訳

事 業 費 5,200 8,000

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

防火貯水槽1基４０ｔ 小型動力ポンプ付き積
載車１台（八ツ手）

5,746 24,761

太陽光一体型ＬＥＤ外
灯20基を設置27

年

度

実 施 内 容

原村防災ガイドマップ
の作成　3,500冊

事 業 費 5,573

24,76127～29年度事業費計 5,200 16,000 5,573 5,746

総 事 業 費 5,200 8,000 5,573 5,746 24,761

Ｈ27実 施 期 間 H28 H28 H27 H27

予算科目（款･項･目） 8･1･3 8･1･3 8.1.2 8.1.5 8.1.5

村の主な避難場所を中
心に、太陽光一体型Ｌ
ＥＤ外灯20基を設置す
る

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

防火貯水槽１基 小型動力ポンプ付き積
載車１台

消防団活動服整備
200着

平成23年度発行の地震
防災マップに、平成24
年度土砂災害警戒区域
指定及び近隣市町村の
指定状況を含め作成す
る。

事 業 名

防火貯水槽設置事業 消防団ポンプ車等更新
事業

消防団活動服整備 原村土砂災害・地震防
災マップ作成業務

公共施設再生可能エネ
ルギー等導入事業

総務係担 当 係 消防室 消防室 消防室 総務係

具 体 的 な 施 策

④防火貯水槽と消火栓
の設置促進

②消防車両の更新 ①消防団員の確保と育
成

③災害危険箇所・被害
想定箇所の把握及び住
民への周知

②災害発生後の迅速か
つ的確な災害復旧事業
への取り組み

（単位：千円）

項 目

施 策

２．常備消防体制及び
消防力の強化

３．消防団の消防力教
化

３．消防団の消防力教
化

４．地域防災体制の確
立

４．地域防災体制の確
立



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

27

年

度

実 施 内 容

事 業 費

27～29年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第１節）人と自然を大切にした住み良い村づくり

（第７項）住民の生活を守る消防・防災・地域安全対策

1,000

1,000

100,000 1,000

100,000 1,000

防災行政無線の整備
 基地局　 1局
 携帯型　10局
 車載型　20局

ホイールローダのリー
ス（1台）

1,000

ホイールローダのリー
ス（1台）

1,000

ホイールローダのリー
ス（1台）

100,000 3,000

100,000 5,000

Ｈ29 Ｈ27～Ｈ31

8.1.5 2.1.5

現在の移動系防災無線
はアナログ式のため、
デジタル化整備を実施

除雪用ホイールローダ
のリース
 台数　1台
 リース期間　5年
 リース料 5,000千円

防災行政無線（移動
系）デジタル化事業

役場庁舎駐車場等除雪
業務

総務係 総務係

⑥デジタル化に対応し
た無線通信網の整備

②防災拠点となる公共
施設等の耐震化の推進

４．地域防災体制の確
立

（単位：千円）

４．地域防災体制の確
立



（事業別調書）

（第２節）人と文化を育む村づくり

（第１項）生涯学習の体系化と機会の充実

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,000 3,900 2,160

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,000 30,737 48,073

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,000

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

実 施 内 容

図書館資料購入

事 業 費 5,000

財
源
内
訳

事 業 費 5,000 30,737 48,073

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

図書館資料購入 原村図書館外壁の補修
設計  　  　 1,080
設計監理　　   540
工事費　  　29,117

中央公民館機械設備・
内外装他改修工

工事費　　　46,950
設計監理　　 1,123

2,160

27

年

度

実 施 内 容

図書館資料購入 中央公民館機械設備・
内外装他改修工事

実施設計　　2,160

事 業 費 5,000 3,900

27～29年度事業費計 15,000 3,900 30,737 50,233

総 事 業 費 - 3,900 30,737 50,233

実 施 期 間 ＊～継続 H27 H28 H27～28

予算科目（款･項･目） 9.4.4 9.4.4 9.4.4 9.4.1

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

図書館資料購入
　

原村図書館トイレ改修
工事　1Ｆ・2Ｆ

原村図書館外壁の補修

実施設計  　 1,080
監理業務　  　 540
工事費　　  29,117

中央公民館機械設備・
内外装他改修工事

実施設計　　 2,160
監理業務  　 1,123
工事費　　　46,950

事 業 名

図書館資料購入 原村図書館トイレ洋式
改修工事

原村図書館外壁補修工
事

中央公民館機械設備等
改修事業

担 当 係 図書館係 図書館係 図書館係 生涯学習係

具 体 的 な 施 策

①図書館施設環境の整
備（幅広い資料の収
集、ネットワークの充
実、居心地の良い環境
づくり）

①図書館施設環境の整
備（幅広い資料の収
集、ネットワークの充
実、居心地の良い環境
づくり）

①図書館施設環境の整
備（幅広い資料の収
集、ネットワークの充
実、居心地の良い環境
づくり）

②地域活動・社会参加
の促進

（単位：千円）

項 目

施 策

２．図書館施設の充実
と利用促進

２．図書館施設の充実
と利用促進

２．図書館施設の充実
と利用促進

４．社会教育関係団体
の支援・育成･施設の活
用



（事業別調書）

（第２節）人と文化を育む村づくり

（第２項）豊かな人間形成をめざした教育の推進

国 庫 支 出 金 23,330

県 支 出 金

地 方 債 71,400

そ の 他

一 般 財 源 70 1,709 3,148 6,394

国 庫 支 出 金 15,750

県 支 出 金

地 方 債 29,300

そ の 他

一 般 財 源 5,440 1,709 3,148 6,394

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 1,709 3,148 6,394

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

国庫支出金　学校施設環
境改善交付金 1/3
学校教育施設等整備事業
債（補正予算債）充当率
100％

国庫支出金学校施設環境
改善交付金 1/3
起債　90%

事 業 費 1,709 3,148 6,394

村費講師の雇用 村費講師２名の雇用

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

ﾘ-ｽ料　142,452円/月

6,394事 業 費 50,490 1,709 3,148

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

原小学校体育館天井脱落
対策
実施設計　2,160
工事　　 47,250
監理業務　1,080

ﾘ-ｽ料　142,452円/月 村費講師の雇用 村費講師２名の雇用

事 業 費 94,800 1,709 3,148 6,394

村費講師の雇用 村費講師２名の雇用
27

年

度

実 施 内 容

原中学校大規模改修工事
(管理棟)
 　　　　　　90,000
 監理業務　 　4,800

H26.4に6年ﾘ-ｽで導入

131,900×1.08
=142,452円/月

27～29年度事業費計 94,800 50,490 5,127 9,444 19,182

-総 事 業 費 182,015 50,490 10,257 -

実 施 期 間 H25～27 H28 H26～31 *～継続 *～継続

9.3.2予算科目（款･項･目） 9.1.3 9.1.3 9.2.1 9.2.2

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

老巧化した中学校管理
棟、特別教室、渡廊下を
２年計画で改修し、施設
の環境整備を図る。

平成25年8月建築基準法
改正による非構造部材
（吊り天井）脱落防止対
策

ﾊﾟｿｺﾝ教室のﾊﾟｿｺﾝ38台の
入れ替え

小学校1年生に少人数学
級を実施し、きめ細か
な教育を推進する。

中学校少人数集団で
の、きめ細かな教育を
推進する。

中学校T・T制の導入

事 業 名

原中学校大規模改修工事
（Ⅱ期　管理棟他）

原小学校体育館天井脱落
対策

原小学校教育用パソコン
入替

小学校少人数学級(30
人)

担 当 係 総務･学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係

②小学校T・T講師、中
学校AET講師の継続と中
学校T・T制の導入

具 体 的 な 施 策

①原中学校校舎大規模改
造

④図書や教材、教具等の
整備充実

④図書や教材、教具等の
整備充実

②小学校T・T講師、中
学校AET講師の継続と中
学校T・T制の導入

（単位：千円）

項 目

施 策

１．学校施設の整備充実 １．学校施設の整備充実 １．学校施設の整備充実 ２．教育内容・方法の
改善充実

２．教育内容・方法の
改善充実



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

事 業 費

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

事 業 費

27

年

度

実 施 内 容

27～29年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第２節）人と文化を育む村づくり

（第２項）豊かな人間形成をめざした教育の推進

477

5,573 17,627 11,969 2,473

477

5,573 17,627 11,969 2,473

477

5,573 17,627 11,969 2,473
放課後子ども教室推進
事業補助金

2,9505,573 17,627 11,969

AET講師の派遣 小学校給食の調理業務
委託

中学校給食の調理員委
託

小学校登校日に開設す
る放課後子ども教室
「原っ子広場」の運営

5,573 17,627 11,969 2,950

AET講師の派遣 小学校給食の調理業務
委託

中学校給食調理業務委
託

小学校登校日に開設す
る放課後子ども教室
「原っ子広場」の運営

2,9505,573 17,627 11,969

AET講師の派遣 小学校給食の調理業務
委託

中学校給食調理業務委
託

小学校登校日に開設す
る放課後子ども教室
「原っ子広場」の運営

16,719 52,881 35,907 8,850

- - - -

H13～継続 H19～継続 H13～継続 H19～継続

9.3.2 9.2.3 9.3.3 9.4.1

生徒の英語力を向上さ
せ、国際感覚を持った
人材の育成を図る。

小学校給食の調理業務 中学校給食調理業務委
託

児童の放課後における
安全安心な居場所を確
保し、自主的な活動を
通して、自主性、社会
性、創造性を育む場所

とする。

中学校AET講師派遣業務
委託

小学校給食調理業務委
託

中学校給食調理業務委
託

放課後子ども教室の運
営

総務・学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係 生涯学習係

④国際交流の推進 ⑧地元食材提供団体と
小中学校の交流促進や
地産地消事業の実施

⑧地元食材提供団体と
小中学校の交流促進や
地産地消事業の実施

⑦放課後における子ど
もの自主的活動への支
援

２．教育内容・方法の
改善充実

３．地域社会との連携
による教育の充実

３．地域社会との連携
による教育の充実

３．地域社会との連携
による教育の充実

（単位：千円）



（事業別調書）

（第２節）人と文化を育む村づくり

（第３項）芸術文化活動や交流の活性化と地域文化の振興

国 庫 支 出 金 1,500 3,904

県 支 出 金 234

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 3,035 3,670 11,829

国 庫 支 出 金 5,354

県 支 出 金 321

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,033 4,011 11,829 15,812

国 庫 支 出 金 5,354

県 支 出 金 321

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,033 151,066 11,829 30,024

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

社会資本整備総合交付
金

国宝重要文化財等保存
整備費補助金

11,829 30,024

屋根の防水塗装工事
29

年

度

実 施 内 容

土器・石器・図面・写
真等の再整理及び公開

建設工事　148,392
設計管理　  2,674

指定管理者に委託。

事 業 費 10,708 151,066

財
源
内
訳

事 業 費 10,708 4,011 11,829 15,812

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

土器・石器・図面・写
真等の再整理及び公開

設計委託料 指定管理者に委託。 ①館内及びＬＥＤ照
明器具取替工事　　②
窓枠及びｻｯｼ取替工事

11,829

27

年

度

実 施 内 容

間伐6,000㎡
ウッドチップ敷設
遺跡説明看板1基

土器・石器・図面・写
真等の再整理及び公開

指定管理者に委託。

事 業 費 4,535 7,808

45,83627～29年度事業費計 4,535 29,224 155,077 35,487

総 事 業 費 16,353 - 155,077 - 45,836

Ｈ28～29実 施 期 間 H24～27 H19～継続 Ｈ28～ H18～継続

予算科目（款･項･目） 9.4.5 9.4.3 9.4.5 9.4.6 9.4.6

館内及びＬＥＤ照明器
具取替工事　　　　窓
枠及びｻｯｼ取替工事　屋
根の防水工事

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

阿久遺跡を史跡公園と
して整備し、保存公開
活用する。

発掘調査及び発掘調査
済みの再整理を行い、
八ヶ岳縄文文化の発信
を行う。

原村埋蔵文化センター
の建設　　　　　　鉄
筋コンクリート造　2階
建　床面積450㎡

清水多嘉示作品研究及
び展示替や郷土の芸術
家の作品公開の場を設
け美術館の活性化につ
なげる。
また、復元した土器で
展示替えも行い八ヶ岳
縄文文化の発信を行

事 業 名

阿久遺跡公園整備事業 地域の特色ある埋蔵文
化財活用事業

原村埋蔵文化センター
建設事業

芸術・文化財活動の充
実

八ヶ岳美術館修繕工事

文化財係担 当 係 文化財係 文化財係 文化財係 文化財係

具 体 的 な 施 策

②阿久遺跡における針
葉樹の伐採と公園化の
推進

④「八ヶ岳縄文遺跡ベ
ルト地帯」の発信

④「八ヶ岳縄文遺跡ベ
ルト地帯」の発信

③八ヶ岳自然文化園及
び歴史民俗資料館
（八ヶ岳美術館）にお
ける文化・芸術の活性
化と集客の促進

③八ヶ岳自然文化園・
八ヶ岳美術館における
文化・芸術の活性化と
集客の促進

（単位：千円）

項 目

施 策

２．遺跡の保存・整備
と活用

２．遺跡の保存・整備
と活用

２．遺跡の保存・整備
と活用

３．文化財の保存と活
用

３．文化財の保存と活
用



（事業別調書）

（第２節）人と文化を育む村づくり

（第４項）スポーツ・レクリエーション交流の推進

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 3,338

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債 75,000

そ の 他

一 般 財 源 98,580

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

防災対策事業債
対象事業費×90％

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

事 業 費 173,580

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

改修工事　　169,380
監理業務　　　4,200

27

年

度

実 施 内 容

非構造部材耐震化及び
施設改修事業の実施設
計業務

事 業 費 3,338

27～29年度事業費計 176,918

総 事 業 費 181,920

実 施 期 間 H26～28

予算科目（款･項･目） 9.5.2

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

利用者の安全性と利便
性を図るため、非構造
部材の落下防止策を実
施.あわせて体育室、ト
イレ等を改修する。

事 業 名

社会体育館耐震化等改
修事業

担 当 係 社会体育係

具 体 的 な 施 策

①器具等の計画的な維
持補修による利便性の
向上

（単位：千円）

項 目

施 策

１．体育・スポーツ施
設の充実



（事業別調書）

（第２節）人と文化を育む村づくり

（第５項）交流による地域づくりと国際化

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 100 3,281 920

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 100 3,436 920

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 100 3,281 920

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

原村民保養施設利用奨
励補助金

原村人づくり事業補助
金交付要綱
ＮＺからのホームステ
イ受入れ

原村人づくり事業補助
金交付要綱

29

年

度

実 施 内 容

沼津市戸田観光協
会登録旅館宿泊者
への補助
大人･小人1泊2千円
未就学児 1泊1千円

NZ派遣経費及びNZ来賓
来村経費（約4万円）

人づくり視察研修
補助（1/2以内）
海外研修20万円
県外研修 3万円
県内研修 1万円

事 業 費 100 3,281 920

財
源
内
訳

事 業 費 100 3,436 920

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

沼津市戸田観光協
会登録旅館宿泊者
への補助
大人･小人1泊2千円
未就学児 1泊1千円

プケコヘより子供の
ホームステイ来村年及
びＮＺ派遣経費

人づくり視察研修
補助（1/2以内）
海外研修20万円
県外研修 3万円
県内研修 1万円

27

年

度

実 施 内 容

沼津市戸田観光協
会登録旅館宿泊者
への補助
大人･小人1泊2千円
未就学児 1泊1千円

NZ派遣経費及びNZ来賓
来村経費（約4万円）

人づくり視察研修
補助（1/2以内）
海外研修20万円
県外研修 3万円
県内研修 1万円

事 業 費 100 3,281 920

27～29年度事業費計 300 9,998 2,760

総 事 業 費 - - -

実 施 期 間 H8～継続 H9～継続 H8～継続

予算科目（款･項･目） 2.1.11 2.1.11 2.1.11

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

沼津市戸田観光協
会登録旅館宿泊者
への補助
大人･小人1泊2千円
未就学児 1泊1千円

ＮＺ派遣
ＮＺ受入

人づくり視察研修
補助（1/2以内）
海外研修20万円
県外研修 3万円
県内研修 1万円

事 業 名

交流事業 海外ホームステイ事業 人づくり視察研修事業

担 当 係 村づくり係 村づくり係 村づくり係

具 体 的 な 施 策

①戸田地区を含む沼津
市との交流の拡大

①原村人づくり事業を
活用したプケコヘ区と
の交流促進

①原村人づくり事業を
活用したプケコヘ区と
の交流促進

（単位：千円）

項 目

施 策

１．地域間交流の推進 ２．国際交流の推進 ２．国際交流の推進



（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる福祉の村づくり

（第１項）地域で支えあい健やかに生きる

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 46

地 方 債

そ の 他 676

一 般 財 源 9,092 279,400 51,049 10,000 7,800

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 46

地 方 債

そ の 他 676

一 般 財 源 9,278 52,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 46

地 方 債

そ の 他 676

一 般 財 源 9,278 52,000

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

実 施 内 容

各種健診・検診事業 病院事業、老健施設、
看護学校の負担金。支
出先：諏訪中央病院組
合

事 業 費 10,000 52,000

財
源
内
訳

事 業 費 10,000 52,000

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

各種健診・検診事業 病院事業、老健施設、
看護学校の負担金。支
出先：諏訪中央病院組
合

10,000 7,800

保健師派遣負担金
27

年

度

実 施 内 容

各種健診・検診事業 新築工事　　269,000
監理委託料　 5,900
備品購入　4,500

病院事業、老健施設、
看護学校の負担金。支
出先：諏訪中央病院組
合

富士見高原病院の施設
整備事業に対する補助
金

事 業 費 9,814 279,400 51,049

7,80027～29年度事業費計 29,814 279,400 155,049 10,000

総 事 業 費 279,400 50,000

H25～27実 施 期 間 ＊～継続 H25～27 ＊～継続 H25～27

予算科目（款･項･目） 4.1.2 4.1.1 4.1.1 4.1.1 4.1.1

保健師の産休のため、
代替保健師を諏訪中央
病院に派遣依頼。事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

住民健診、がん検診等
の実施、人間ドック費
用の補助を行い、病気
の早期発見、早期治療
に努める。

保健センター新築事
業、現保健センター、
老人憩いの家の取り壊
しを行い、跡地に保健ｾ
ﾝﾀーを建築する。

病院事業、老健施設、
看護学校の負担金。支
出先：諏訪中央病院組
合

富士見高原病院の施設
整備事業に対する補助
金

事 業 名

健診事業 保健センター新築事業 諏訪中央病院負担金 富士見高原病院整備事
業補助金

保健師派遣負担金

健康づくり係担 当 係 健康づくり係 健康づくり係 健康づくり係 健康づくり係

具 体 的 な 施 策

①各種健診・検診の受
診率向上

①各種健診・検診の受
診率向上

①診療機関相互の連携
による医療体制の充実

①診療機関相互の連携
による医療体制の充実

その他

（単位：千円）

項 目

施 策

１．住民主体の積極的
な健診受診と、結果を
活かした健康づくりの
推進

１．住民主体の積極的
な健診受診と、結果を
活かした健康づくりの
推進

７．地域医療の充実 ７．地域医療の充実 その他



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

27

年

度

実 施 内 容

事 業 費

27～29年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる福祉の村づくり

（第１項）地域で支えあい健やかに生きる

19,105

20,000

20,000

20,000

定期予防接種の実施。
小児インフルエンザ・
高齢者肺炎球菌接種費
用補助。

20,000

定期予防接種の実施。
小児インフルエンザ・
高齢者肺炎球菌接種費
用補助。

19,105

定期予防接種の実施。
小児インフルエンザ・
高齢者肺炎球菌接種費
用補助。

59,105

＊～継続

4.1.2

定期予防接種の実施。
小児インフルエンザ・
高齢者肺炎球菌接種費
用補助。

予防接種事業

健康づくり係

その他

（単位：千円）

その他



（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる福祉の村づくり

（第２項）高齢化社会への対応ときめ細やかな高齢者福祉の推進

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 8,114

一 般 財 源 3,200 5,382 177 110,000 5,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 8,000

一 般 財 源 3,500 5,400 300 110,000 5,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 8,000

一 般 財 源 3,500 5,400 300 110,000 5,000

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

110,000 5,000

世帯主への医療給付
29

年

度

実 施 内 容

包括支援センター業務
の総合相談、権利擁
護、介護予防マネジメ
ント等の包括的支援事
業を委託する。

一人暮らし高齢者等に
昼食を配食するととも
に安否確認をする。

高齢者を対象に、基本
チェックリスト等のア
ンケートを実施して、
対象者を選定する。

６５歳以上への医療給
付

事 業 費 3,500 5,400 8,300

財
源
内
訳

事 業 費 3,500 5,400 8,300 110,000 5,000

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

包括支援センター業務
の総合相談、権利擁
護、介護予防マネジメ
ント等の包括的支援事
業を委託する。

一人暮らし高齢者等に
昼食を配食するととも
に安否確認をする。

高齢者を対象に、基本
チェックリスト等のア
ンケートを実施して、
対象者を選定する。

６５歳以上への医療給
付

世帯主への医療給付

110,000 5,000

世帯主への医療給付
27

年

度

実 施 内 容

包括支援センター業務
の総合相談、権利擁
護、介護予防マネジメ
ント等の包括的支援事
業を委託する。

一人暮らし高齢者等に
昼食を配食するととも
に安否確認をする。

高齢者を対象に、基本
チェックリスト等のア
ンケートを実施して、
対象者を選定する。

６５歳以上への医療給
付

事 業 費 3,200 5,382 8,291

15,00027～29年度事業費計 10,200 16,182 24,891 330,000

総 事 業 費

～継続実 施 期 間 H23～継続 ＊～継続 ＊～継続 ～継続

予算科目（款･項･目） 3.1.5 3.1.5 3.1.5 ３．１．２ ３．１．１

原村医療費特別給付金
世帯主への医療給付

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

地域包括支援センター
業務の総合相談、権利
擁護、介護予防マネジ
メント等の包括的支援
事業を委託する。

一人暮らし高齢者等に
昼食を配食するととも
に安否確認をする。

介護予防が必要になる
高齢者の把握をするた
めの事業

原村医療費特別給付金
６５歳以上への医療給
付

事 業 名

地域包括支援センター
委託事業

配食サービス事業 二次予防事業対象者把
握事業

原村医療費特別給付金 原村医療費特別給付金

医療給付係担 当 係 健康づくり係 健康づくり係 健康づくり係 医療給付係

具 体 的 な 施 策

①安心して暮らせるた
めの相談支援

③在宅サービスの充実
への支援

①介護予防教室への参
加の促進

④医療費特別給付金制
度の継続

④医療費特別給付金制
度の継続

（単位：千円）

項 目

施 策

１．住み慣れた地域で
生活していくための在
宅介護 の支援

１．住み慣れた地域で
生活していくための在
宅介護 の支援

２．健康でいきいきし
た生活を送るための保
健予防・啓発の推進

２．健康でいきいきし
た生活を送るための保
健予防・啓発の推進

２．健康でいきいきし
た生活を送るための保
健予防・啓発の推進



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

27

年

度

実 施 内 容

事 業 費

27～29年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる福祉の村づくり

（第２項）高齢化社会への対応ときめ細やかな高齢者福祉の推進

11,021 101,531 7,299 3,900 20,000

12,000 106,000 8,000 4,000

12,000 111,000 8,000 4,000

12,000 111,000 8,000 4,000

養護老人ホーム入所者
措置費

事務費、保険給付費、
地域支援事業費、高齢
者福祉費、保険料軽減
の負担金。支出先：諏
訪広域連合

福祉輸送サービス事業
を行っている事業者に
補助金を交付。

敬老会を開催し、合わ
せてに敬老祝金を支給
する。

12,000 106,000 8,000 4,000

事務費、保険給付費、
地域支援事業費、高齢
者福祉費、保険料軽減
の負担金。支出先：諏
訪広域連合

福祉輸送サービス事業
を行っている事業者に
補助金を交付。

敬老会を開催し、合わ
せてに敬老祝金を支給
する。

20,000

養護老人ホーム入所者
措置費

11,021 101,531 7,299 3,900

養護老人ホーム入所者
措置費

事務費、保険給付費、
地域支援事業費、高齢
者福祉費、保険料軽減
の負担金。支出先：諏
訪広域連合

福祉輸送サービス事業
を行っている事業者に
補助金を交付。

敬老会を開催し、合わ
せてに敬老祝金を支給
する。

教員住宅の改修
原村12090-2

35,021 318,531 23,299 11,900 20,000

20,000

＊～継続 ＊～継続 H18～継続 ＊～継続 Ｈ27

3.1.2 3.1.6 3.1.2 3.1.2 3.1.1

養護老人ホーム入所者
措置費

事務費、保険給付費、
地域支援事業費、高齢
者福祉費、保険料軽減
関係の負担金。支出
先：諏訪広域連合

福祉輸送サービス事業
を行っている事業者に
補助金を交付。

70歳以上を対象に敬老
会を開催し、長寿を祝
う。合わせて該当者に
敬老祝金を支給する。

地域活動支援センタ
－と心配事相談等を教
員住宅を改修し移転す
るもの

老人施設入所措置 諏訪広域連合介護保険
関連負担金

福祉輸送サービス事業
補助事業

敬老会事業 地域活動支援センタ
－移転改装工事

健康づくり係 健康づくり係 健康づくり係 健康づくり係 社会福祉係

②施設サービスの支援 ③在宅サービスの充実
への支援

④公共交通・移送サー
ビスの充実

①生きがいづくりと場
所の提供

その他

３．自らの選択・自己
決定で福祉サービスを
利用する

４．高齢者の社会参加
の支援

４．高齢者の社会参加
の支援

その他

（単位：千円）

３．自らの選択・自己
決定で福祉サービスを
利用する



（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる福祉の村づくり

（第３項）障害者の自立と社会参加の促進

国 庫 支 出 金 66,084 1,476 2,989

県 支 出 金 33,041 738

地 方 債

そ の 他 981

一 般 財 源 8,019 33,042 738 2,990 1,200

国 庫 支 出 金 67,000 1,500 2,989

県 支 出 金 33,500 750

地 方 債

そ の 他 981

一 般 財 源 8,019 33,500 750 2,990 1,200

国 庫 支 出 金 68,000 1,500 2,989

県 支 出 金 34,000 750

地 方 債

そ の 他 981

一 般 財 源 8,019 34,000 750 2,990 1,200

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

国・県支出金：障害者
総合支援給付費、障害
者医療費

国・県支出金：地域生
活支援事業

国支出金：セーフティ
ネット支援対策等事業

5,979 1,200

障害者を在宅で介護し
ている人への慰労金29

年

度

実 施 内 容

障害者の就労支援、社
会参加の促進を目的に
地域の一員としての生
活が送れる支援活動事
業

障害者総合支援法関係
費に係る各障害福祉
サービス

自立した日常生活や社
会生活を営むための障
害者支援事業

災害時支え合いマップ
の更新や避難訓練の実
施、小中学校への福祉
教育の推進、ねこの手
サービス等の地域福祉
推進事業

事 業 費 9,000 136,000 3,000

財
源
内
訳

事 業 費 9,000 134,000 3,000 5,979 1,200

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

障害者の就労支援、社
会参加の促進を目的に
地域の一員としての生
活が送れる支援活動事
業

障害者総合支援法関係
費に係る各障害福祉
サービス

自立した日常生活や社
会生活を営むための障
害者支援事業

災害時支え合いマップ
の更新や避難訓練の実
施、小中学校への福祉
教育の推進、ねこの手
サービス等の地域福祉
推進事業

障害者を在宅で介護し
ている人への慰労金

5,979 1,200

障害者を在宅で介護し
ている人への慰労金27

年

度

実 施 内 容

障害者の就労支援、社
会参加の促進を目的に
地域の一員としての生
活が送れる支援活動事
業

障害者総合支援法関係
費に係る各障害福祉
サービス

自立した日常生活や社
会生活を営むための障
害者支援事業

災害時支え合いマップ
の更新や避難訓練の実
施、小中学校への福祉
教育の推進、ねこの手
サービス等の地域福祉
推進事業

事 業 費 9,000 132,167 2,952

3,60027～29年度事業費計 27,000 402,167 8,952 17,937

総 事 業 費 - - - - -

～継続実 施 期 間 ～継続 ～継続 ～継続 ～継続

予算科目（款･項･目） 3.1.1 3.1.1 3.1.1 3.1.1 3.1.1

障害者を在宅で介護し
ている人への慰労金

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

障害者の就労支援、社
会参加の促進を目的に
地域の一員としての生
活が送れる支援活動事
業

障害者総合支援法関係
費に係る各障害福祉
サービス

自立した日常生活や社
会生活を営むための障
害者支援事業

災害時支え合いマップ
の更新や避難訓練の実
施、小中学校への福祉
教育の推進、ねこの手
サービス等の地域福祉
推進事業

事 業 名

地域活動支援センター
委託事業

障害者総合支援法関係
費に係る障害者福祉
サービス

地域生活支援事業 地域福祉推進事業 重度身障福祉年金

社会福祉係担 当 係 社会福祉係 社会福祉係 社会福祉係 社会福祉係

具 体 的 な 施 策

③就労の促進に向けた
支援

①日常生活を支える福
祉サービスの充実と福
祉制度の周知

①日常生活を支える福
祉サービスの充実と福
祉制度の周知

②住みよい福祉の村づ
くりの推進

①日常生活を支える福
祉サービスの充実と福
祉制度の周知

（単位：千円）

項 目

施 策

１．福祉の充実と社会
参加の促進

２．日常生活の支援 ２．日常生活の支援 ２．日常生活の支援 ２．日常生活の支援



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

27

年

度

実 施 内 容

事 業 費

27～29年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる福祉の村づくり

（第３項）障害者の自立と社会参加の促進

4,397

14,603

4,397

14,603

4,397

14,603

19,000

障害者への医療給付

19,000

障害者への医療給付

19,000

障害者への医療給付

57,000

ー

～継続

３．１．１

原村医療費特別給付金
障害者への医療給付

原村医療費特別給付金

医療給付係

①日常生活を支える福
祉サービスの充実と福
祉制度の周知

（単位：千円）

２．日常生活の支援



（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる福祉の村づくり

（第４項）健やかな子育て環境づくりの推進

国 庫 支 出 金 38 85,600

県 支 出 金 4 4,123 38 19,300

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 8,832 15,707 2,918 19,300 21,000

国 庫 支 出 金 38 85,600

県 支 出 金 4 4,123 38 19,300

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 8,896 15,707 2,918 19,300

国 庫 支 出 金 38 85,600

県 支 出 金 4 4,123 38 19,300

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 8,896 15,707 2,918 19,300

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

保育緊急確保事業 県支出金：安心子ども
基金

国・県支出金：児童手
当交付金

124,200

29

年

度

実 施 内 容

妊婦・乳幼児各種健
診、育児相談等の相談
教室

高校３年生までの子ど
も、ひとり親家庭への
医療給付

育児不安や児童虐待等
の相談支援を実施す
る。

15歳以下の児童を扶養
する保護者等に月ごと
に手当を支給する。

事 業 費 8,900 19,830 2,994

財
源
内
訳

事 業 費 8,900 19,830 2,994 124,200

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

妊婦・乳幼児各種健
診、育児相談等の相談
教室

高校３年生までの子ど
も、ひとり親家庭への
医療給付

育児不安や児童虐待等
の相談支援を実施す
る。

15歳以下の児童を扶養
する保護者等に月ごと
に手当を支給する。

124,200 21,000

既存給食室等改修工
事、設計監理業務委託27

年

度

実 施 内 容

妊婦・乳幼児各種健
診、育児相談等の相談
教室

高校３年生までの子ど
も、ひとり親家庭への
医療給付

育児不安や児童虐待等
の相談支援を実施す
る。

15歳以下の児童を扶養
する保護者等に月ごと
に手当を支給する。

事 業 費 8,836 19,830 2,994

21,00027～29年度事業費計 26,636 59,490 8,982 372,600

総 事 業 費 ー - - 179,990

平成24年～27年実 施 期 間 ＊～継続 ～継続 ～継続 ～継続

予算科目（款･項･目） 4.1.3 ３．２．１、３．２．４ 3.2.1 3.2.2 3.2.3

保育所の給食棟を新築
し、既存給食室の改修
工事を実施する。事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

妊婦、乳児を対象に各
種健診を実施し、異常
の早期発見に努め、育
児相談等で育児の支援
を行う。

原村医療費特別給付金
高校３年生までの子ど
も、ひとり親家庭への
医療給付

育児不安や児童虐待等
の相談支援を実施す
る。

15歳以下の児童を扶養
する保護者等に月ごと
に手当を支給する。

事 業 名

母子保健事業 原村医療費特別給付金 子育てフォローアップ
事業

児童手当支給事業 保育所給食棟新築事業

社会福祉係担 当 係 健康づくり係 医療給付係 社会福祉係 社会福祉係

具 体 的 な 施 策

①きめ細やかな母子保
健事業の継続と経済的
支援の実施

①きめ細やかな母子保
健事業の継続と経済的
支援の実施

①きめ細やかな母子保
健事業の継続と経済的
支援の実施

②子育て家庭への経済
的支援の継続

①保育サービスの充実

（単位：千円）

項 目

施 策

１．親子の健康増進と
福祉の充実

１．親子の健康増進と
福祉の充実

１．親子の健康増進と
福祉の充実

２．子育てと仕事がで
きる環境づくりの推進

２．子育てと仕事がで
きる環境づくりの推進



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

27

年

度

実 施 内 容

事 業 費

27～29年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる福祉の村づくり

（第４項）健やかな子育て環境づくりの推進

2,873

2,149

44,636 1,200

2,873

2,149

44,636 4,900 1,200

2,873

2,149

44,636 100,000 1,200
県支出金：保育対策等
促進事業、安心子ども
基金

財源調整後着手（樅の
木荘）

49,658 100,000 1,200

障害時保育・長時間保
育・一時保育・病児保
育等を実施し、保護者
を対象に子育て塾等を
開催する。

子育て支援センター建
設工事、〃工事監理業
務委託未満児運動広場
造成工事、
〃工事監理業務委託

保育所園児の保護者に
対して通園費負担の軽
減をする。

49,658 4,900 1,200

子育て支援センター実
施設計業務委託,未満児
運動広場実施設計業務
委託

保育所園児の保護者に
対して通園費負担の軽
減をする。

障害時保育・長時間保
育・一時保育・病児保
育等を実施し、保護者
を対象に子育て塾等を
開催する。

49,658 1,200

障害時保育・長時間保
育・一時保育・病児保
育等を実施し、保護者
を対象に子育て塾等を
開催する。

保育所園児の保護者に
対して通園費負担の軽
減をする。

148,974 104,900 3,600

- 104,900 -

～継続 平成28年～29年 ～継続

3.2.3 3.2.1 3.2.3

多様な保育ニーズに合
わせ障害時保育・長時
間保育・一時保育・病
児保育等を実施し、未
就学園児の保護者を対
象とする子育て支援事
業を実施する。

未就学児とその保護者
を対象とした総合的な
子育て支援の拠点施設
となる「子育て支援セ
ンター」と未満児運動
広場を造成する。

保育所園児の保護者に
対して通園費負担の軽
減をする。

保育所子育て支援特別
事業

子育て支援センター設
置事業

保育園通園補助事業

保育所 社会福祉係 社会福祉係

①保育サービスの充実 ②「子育て支援セン
ター」設置の検討

②子育て家庭への経済
的支援の継続

３．地域における子育
て支援

２．子育てと仕事がで
きる環境づくりの推進

（単位：千円）

２．子育てと仕事がで
きる環境づくりの推進



（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる福祉の村づくり

（第５項）生活の安定と保険・年金制度の円滑な推進

国 庫 支 出 金 1,402

県 支 出 金 1,402

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 8,797 72,943

国 庫 支 出 金 1,402

県 支 出 金 1,402

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 8,797 73,000

国 庫 支 出 金 1,402

県 支 出 金 1,402

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 8,797 74,000

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

実 施 内 容

生活習慣病の発症や重
症化等の進行への予防

後期高齢者医療保険制
度の運営

事 業 費 11,601 74,000

財
源
内
訳

事 業 費 11,601 73,000

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

生活習慣病の発症や重
症化等の進行への予防

後期高齢者医療保険制
度の運営

27

年

度

実 施 内 容

生活習慣病の発症や重
症化等の進行への予防

後期高齢者医療保険制
度の運営

事 業 費 11,601 72,943

27～29年度事業費計 34,803 219,943

総 事 業 費

実 施 期 間 ＊～継続 ＊～継続

予算科目（款･項･目） 国保会計 3.1.7

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

国民健康保険対象者特
定健診・特定保健指導

後期高齢者医療保険制
度の運営　　　　負担
金支出先：長野県後期
高齢者医療広域連合

事 業 名

特定検査等事業 後期高齢者医療負担金
（療養給付費分）

担 当 係 医療給付係 医療給付係

具 体 的 な 施 策

①国保保健指導事業へ
の取り組みと医療費適
正化の推進

①国保保健指導事業へ
の取り組みと医療費適
正化の推進

（単位：千円）

項 目

施 策

１．医療保険制度の健
全運営

１．医療保険制度の健
全運営



（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる福祉の村づくり

（第６項）安心して暮らせる村づくり

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 792

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 792

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 792

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

実 施 内 容

結婚活動を支援する組
織･体制の整備、サポー
トする側の人材育成、
独身者を対象としたセ
ミナー・パーティーの
開催

事 業 費 792

財
源
内
訳

事 業 費 792

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

結婚活動を支援する組
織･体制の整備、サポー
トする側の人材育成、
独身者を対象としたセ
ミナー・パーティーの
開催

27

年

度

実 施 内 容

結婚活動を支援する組
織･体制の整備、サポー
トする側の人材育成、
独身者を対象としたセ
ミナー・パーティーの
開催

事 業 費 792

27～29年度事業費計 2,376

総 事 業 費 -

実 施 期 間 H22～継続

予算科目（款･項･目） 2.1.11

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

結婚活動を支援する組
織･体制の整備や結婚セ
ミナーの開催等によ
り、村内独身者の成婚
率を高める。

事 業 名

結婚活動推進事業

担 当 係 村づくり係

具 体 的 な 施 策

③結婚活動推進事業の
実施

（単位：千円）

項 目

施 策

２．住民相談の充実



（事業別調書）

（第４節）環境と共生した活力のある村づくり

（第１項）原村の現状に沿った特色あるきめ細かな農林業振興

国 庫 支 出 金 15,000 2,850

県 支 出 金 54,750 20,250 300 1,425

地 方 債 16,000 2,700

そ の 他 450 2,250 7,200 2,500 475

一 般 財 源 1,800 1,800 800 12,200 950

国 庫 支 出 金 15,000

県 支 出 金 45,000 300

地 方 債 13,100

そ の 他 370 3,060

一 般 財 源 1,530 11,640

国 庫 支 出 金 15,000

県 支 出 金 35,250 300

地 方 債 10,300

そ の 他 290 3,060

一 般 財 源 1,160 11,640

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

(県営事業)
一般会計債：公共事業
等

(県営事業)
一般会計債：公共事業
等

(団体営事業)
土地改良維持管理適正
化事業交付金
(長野県土地改良事業団
体連合会より交付)

(団体営事業)
農業農村整備事業

(団体営事業)
農山漁村地域整備交付
金

財
源
内
訳

事 業 費 47,000 30,000

29

年

度

実 施 内 容

・農道整備(舗装)
　　　L=1200m

・農道整備（舗装）
　　　L=440ｍ
・農業用用排水路
　整備(更新）
　　　L=790ｍ

財
源
内
訳

事 業 費 60,000 30,000

28

年

度

実 施 内 容

・農道整備(舗装)
　　　L=1200m

・農道整備（舗装）
　　　L=440ｍ
・農業用用排水路
　整備(更新）
　　　L=790ｍ

財
源
内
訳

5,700事 業 費 73,000 27,000 8,000 30,000

・水路工Ｌ＝228ｍ
27

年

度

実 施 内 容

・農道整備(舗装)
　　　L=1200m

・水路工　L=200m ・横見山ため池
　　（浚渫）

・深山2号揚水機場
　（ポンプ入替）

・農道整備（舗装）
　　　L=490ｍ
・農業用用排水路
　整備(更新）
　　　L=450ｍ

27～29年度事業費計 180,000 27,000 8,000 90,000 5,700

総 事 業 費 630,000 150,000 18,900 162,000 30,000

実 施 期 間 22～29 22～27 27～29 26～30 24～27

予算科目（款･項･目） 5・1・5 5・1・5 5・1・5 5・1・5 5・1・5

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

県営事業
農道舗装L=17,300ｍ
(ほ場整備完了地区)

県営事業
水路整備　L=1,064m
（一ノ瀬汐地区）

・畑かん揚水機場の揚
水ポンプ更新
・ため池浚渫
・他、農業用施設補修

・農道整備（舗装）
・農業用用排水路
　整備(更新）

・農業用用排水路整備
(新設・更新）
・暗渠排水工事

事 業 名

県営農道舗装事業 県営かんがい排水事業 維持管理適正化事業 農業基盤整備促進事業 農山漁村地域整備交付
金
効果促進事業

担 当 係 農村整備係 農村整備係 農村整備係 農村整備係 農村整備係

具 体 的 な 施 策

①補助事業を活用した
農道舗装と住民協働の
道づくりの推進

②補助事業の活用と住
民協働の両面での、農
業用施設の維持管理の
推進

②補助事業の活用と住
民協働の両面での、農
業用施設の維持管理の
推進

②補助事業の活用と住
民協働の両面での、農
業用施設の維持管理の
推進

②補助事業の活用と住
民協働の両面での、農
業用施設の維持管理の
推進

（単位：千円）

項 目

施 策

１．農業生産基盤の整
備と農業近代化施設の
充実と利用促進

１．農業生産基盤の整
備と農業近代化施設の
充実と利用促進

１．農業生産基盤の整
備と農業近代化施設の
充実と利用促進

１．農業生産基盤の整
備と農業近代化施設の
充実と利用促進

１．農業生産基盤の整
備と農業近代化施設の
充実と利用促進



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

財
源
内
訳

事 業 費

29

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

事 業 費

28

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

事 業 費

27

年

度

実 施 内 容

27～29年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第４節）環境と共生した活力のある村づくり

（第１項）原村の現状に沿った特色あるきめ細かな農林業振興

13,183 24,431

13,183 12,214

1,680 13,183 12,214 11,667 3,000

13,183 24,431

13,183 12,214

1,680 13,183 12,214 11,667 3,000

13,183 24,431

13,183 12,214

1,680 13,183 12,214 3,000
中山間直接支払制度 多面的機能支払制度

1,680 39,549 48,859 3,000

ビニールハウスの新設
等について材料費の
20％を補助

農地の多目的機能の確
保
199.4ha

共同・長寿命化作業に
よる先進的な活動と環
境保全

堆肥代金運搬散布費の3
割を補助

1,680 39,549 48,859 11,667 3,000

ビニールハウスの新設
等について材料費の
20％を補助

農地の多目的機能の確
保
199.4ha

共同・長寿命化作業に
よる先進的な活動と環
境保全

JA出荷補償基準価格の
補填

堆肥代金運搬散布費の3
割を補助

1,680 39,549 48,859 11,667 3,000

ビニールハウスの新設
等について材料費の
20％を補助

農地の多目的機能の確
保
199.4ha

共同・長寿命化作業に
よる先進的な活動と環
境保全

JA出荷補償基準価格の
補填

堆肥代金運搬散布費の3
割を補助

5,040 118,647 146,577 23,334 9,000

5,040 593,235 244,295 58,335 9,000

H27～H29 H27～H31 H26～H30 H24～H28 H27～H29 

5．1.3 5.1.3 5.1.3 5.1.3 5.1.3

ビニールハウス、被覆
材による野菜・花き等
の作柄安定、作期拡大
のために実施。

農地の多目的機能の確
保
199.4ha

共同・向上作業による
先進的な活動と環境保
全

JA出荷補償基準価格の
補填

高原野菜を主体に有機
栽培を促進し、環境に
配慮した農業経営を目
指すと共に生産した野
菜に付加価値を付け、
有機野菜栽培地として
の位置を確立する。

農業振興事業
（野菜花卉作期拡大事
業）

中山間直接支払い制度
6地区

多面的機能支払制度 農作物安値対策事業 有機栽培産地確立事業

農政係 農政係 農政係 農政係 農政係

②補助事業の活用と住
民協働の両面での、農
業用施設の維持管理の
推進

②中山間地域直接支払
制度利用による農用地
の保全

⑤農地・水・環境保全
向上対策による農地の
保全

①野菜 ①野菜

１．農業生産基盤の整
備と農業近代化施設の
充実と利用促進

１．農業生産基盤の整
備と農業近代化施設の
充実と利用促進

２．農用地の保全と高
度利用

３．主要農畜産物の振
興

３．主要農畜産物の振
興

（単位：千円）



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

財
源
内
訳

事 業 費

29

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

事 業 費

28

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

事 業 費

27

年

度

実 施 内 容

27～29年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第４節）環境と共生した活力のある村づくり

（第１項）原村の現状に沿った特色あるきめ細かな農林業振興

500

12,750 1,950

1,300

510 930

500

12,750 1,950

1,300

510 930

500

1,950

1,300

510 930
森林環境保全直接支援
事業

青年就農給付金

1,010 4,180

ソフト事業による緩衝
帯の整備とくくり罠の
購入。

村有林搬出間伐
　　A=7.0ha

12,750 1,010 4,180

8名×1,500,000円　割
増（夫婦）
1名×750,000円

ソフト事業による緩衝
帯の整備とくくり罠の
購入。

村有林搬出間伐
　　A=7.0ha

12,750 1,010 4,180

8名×1,500,000円　割
増（夫婦）
1名×750,000円

ソフト事業による緩衝
帯の整備とくくり罠の
購入。

村有林搬出間伐
　　A=7.0ha

3,030 12,54025,500

3,030 12,54045,000

H27～H29 27～29H24～H28

5.1.3 2・1・65.1.3

ソフト事業による緩衝
帯の整備とくくり罠の
購入。

村有林搬出間伐経営の不安定な、就農
初期段階の青年就農者
（45歳未満）に対して
給付金を交付する。

鳥獣害被害対策協議会
補助金

森林環境保全直接支援
事業

青年就農給付金

農政係 農村整備係農政係

⑥有害鳥獣被害防止対
策の実施

③間伐の普及・啓発②農業後継者の育成支
援と新規参入者の受け
入れ体制の整備促進

その他 ７．地域林業の振興と
森林の育成・有効活用

５．農業労働力の確保
と農業後継者の育成・
援助

（単位：千円）



（事業別調書）

（第４節）環境と共生した活力のある村づくり

（第２項）観光を中心にした、各産業間の連携と「原村ブランド」の創出

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 2,787 2,320 1,200 1,300

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 2,787 2,320 1,200 1,300

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 2,320 1,200 1,300

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

1,300

29

年

度

実 施 内 容

八ヶ岳観光圏負担金
       1,820,000

八ヶ岳周遊バス負担金
         500,000

観光連盟活動に対する
支援

星まつりへの補助

事 業 費 2,320 1,200

財
源
内
訳

事 業 費 2,787 2,320 1,200 1,300

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

エコキュートの導入に
より、年間重油量の削
減やＣＯ2の削減が期待
できる。

八ヶ岳観光圏負担金
       1,820,000

八ヶ岳周遊バス負担金
         500,000

観光連盟活動に対する
支援

星まつりへの補助

1,300

27

年

度

実 施 内 容

エコキュートの導入に
より、年間重油量の削
減やＣＯ2の削減が期待
できる。

八ヶ岳観光圏負担金
       1,820,000

八ヶ岳周遊バス負担金
         500,000

観光協会活動に対する
支援

星まつりへの補助

事 業 費 2,787 2,320 1,200

27～29年度事業費計 5,574 6,960 3,600 3,900

総 事 業 費 13,934 - -

実 施 期 間 Ｈ24～28 H22～継続 継続 継続

予算科目（款･項･目） 6.1.4 6.1.4 6.1.4 6.1.3

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

エコキュートの導入に
より、年間重油量の削
減やＣＯ2の削減が期待
できる。

原村・富士見町・北杜
市で連携し、八ヶ岳広
域の観光を推進する。

観光連盟活動に対する
支援を行なう。

星まつりに対する支援

事 業 名

もみの湯、樅の木荘
エコキュート導入事業

八ヶ岳観光圏整備推進
事業

原村観光連盟 補助 星まつり実行委員会へ
の補助

担 当 係 商工観光係 商工観光係 商工観光係 商工観光係

具 体 的 な 施 策

②環境や健康に配慮し
た観光の促進

①八ヶ岳観光圏を活用
しての着地型旅行商品
の企画・販売の支援

⑤観光協会・商工会な
どの活動支援

⑤観光協会・商工会な
どの活動支援

（単位：千円）

項 目

施 策

３．森林を活用した観
光振興

５．観光推進体制の充
実

５．観光推進体制の充
実

５．観光推進体制の充
実



（事業別調書）

（第４節）環境と共生した活力のある村づくり

（第３項）「原村ブランド」を活かした観光の振興

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 9,000 29,829 2,700 1,700

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 9,000 29,829 4,630

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 9,000 29,829

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

実 施 内 容

別荘地内管理及び八ヶ
岳中央高原内の管理

八ヶ岳自然文化園の施
設管理

解体及び本体工事

事 業 費 9,000 29,829

財
源
内
訳

事 業 費 9,000 29,829 4,630

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

別荘地内管理及び八ヶ
岳中央高原内の管理

八ヶ岳自然文化園の施
設管理

実施設計経費 ポンプ予備購入費

1,700

27

年

度

実 施 内 容

別荘地内管理及び八ヶ
岳中央高原内の管理

八ヶ岳自然文化園の施
設管理

基本構想策定
（基本概略設計、会議
及び視察）

ポンプ入替え工事

事 業 費 9,000 29,829 2,700

27～29年度事業費計 27,000 89,487 2,700 6,330

総 事 業 費 - - - 6,330

実 施 期 間 Ｈ23～継続 Ｈ23～継続 Ｈ27～30 Ｈ27～28

予算科目（款･項･目） 6.1.4 6.1.4 6.1.4 6.1.4

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

別荘地管理及び八ヶ岳
中央高原内の管理

八ヶ岳自然文化園の施
設を適正かつ円滑に管
理する。

樅の木荘の解体、　設
計、建設

温泉施設維持の為の揚
湯ポンプ入替え工事

事 業 名

別荘地管理委託料及び
中央高原管理委託料

八ヶ岳自然文化園管理
委託料

樅の木荘建設及び設計 温泉揚湯ポンプ入替え
工事

担 当 係 商工観光係 商工観光係 商工観光係 商工観光係

具 体 的 な 施 策

①情報ネットワークの
構築による総合案内機
能の整備

③プラネタリウムの設
備や番組の更新

その他 その他

（単位：千円）

項 目

施 策

１．観光拠点の再生と
ネットワークの整備

２．星・音楽をテーマ
とした観光ブランド

１．観光拠点の再生と
ネットワークの整備

１．観光拠点の再生と
ネットワークの整備



（事業別調書）

（第４節）環境と共生した活力のある村づくり

（第４項）工業の振興と企業の誘致

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 1,300 10,000 150,000 7,000 5,450

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 1,300 10,000 150,000 7,000 5,450

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 1,300 10,000 150,000 7,000 5,450

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

7,000 5,450

商工会の実施する指導
相談等事業実施に対す
る支援

29

年

度

実 施 内 容

商工業者の設備投資等
に対する支援

制度資金保証料補給 制度資金預託 制度資金利子補助

事 業 費 1,300 10,000 150,000

財
源
内
訳

事 業 費 1,300 10,000 150,000 7,000 5,450

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

商工業者の設備投資等
に対する支援

制度資金保証料補給 制度資金預託 制度資金利子補助 商工会の実施する指導
相談等事業実施に対す
る支援

7,000 5,450

商工会の実施する指導
相談等事業実施に対す
る支援

27

年

度

実 施 内 容

商工業者の設備投資等
に対する支援

制度資金保証料補給 制度資金預託 制度資金利子補助

事 業 費 1,300 10,000 150,000

16,35027～29年度事業費計 3,900 30,000 450,000 21,000

総 事 業 費 - - - - -

継続実 施 期 間 継続 継続 継続 継続

予算科目（款･項･目） 6.1.2 6.1.2 6.1.2 6.1.2 6.1.2

商工会の実施する指導
相談等事業実施に対す
る支援事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

商工業者の設備投資等
に対する支援

制度資金保証料補給 制度資金預託 制度資金利子補助

事 業 名

商工業活性化補助事業 制度資金融資斡旋事業 制度資金融資斡旋事業 中小企業振興資金利子
補給事業

商工会事業運営支援

商工観光係担 当 係 商工観光係 商工観光係 商工観光係 商工観光係

具 体 的 な 施 策

①資金制度・投資助成
制度の充実による経営
基盤の強化と規模拡大
への支援

①資金制度・投資助成
制度の充実による経営
基盤の強化と規模拡大
への支援

①資金制度・投資助成
制度の充実による経営
基盤の強化と規模拡大
への支援

①資金制度・投資助成
制度の充実による経営
基盤の強化と規模拡大
への支援

⑤商工会による研修・
指導相談体制強化への
支援

（単位：千円）

項 目

施 策

１．既存企業の支援と
育成

１．既存企業の支援と
育成

１．既存企業の支援と
育成

１．既存企業の支援と
育成

１．既存企業の支援と
育成



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

事 業 費

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

27

年

度

実 施 内 容

事 業 費

27～29年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第４節）環境と共生した活力のある村づくり

（第４項）工業の振興と企業の誘致

1,000

1,000

1,000

1,000

原村において、新たに
起業化を行おうとする
事業者に対しての補助

1,000

原村において、新たに
起業化を行おうとする
事業者に対しての補助

1,000

原村において、新たに
起業化を行おうとする
事業者に対しての補助

3,000

-

継続

6.1.2

原村において、新たに
起業化を行おうとする
事業者に対しての補助

原村起業チャレンジ補
助金

商工観光係

②原村商工業振興条例
による必要な振興措置
の実施

（単位：千円）

１．既存企業の支援と
育成



（事業別調書）

（第４節）環境と共生した活力のある村づくり

（第６項）雇用・勤労者対策の推進

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 10,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 10,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 10,000

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

実 施 内 容

勤労者生活資金預託

事 業 費 10,000

財
源
内
訳

事 業 費 10,000

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

勤労者生活資金預託

27

年

度

実 施 内 容

勤労者生活資金預託

事 業 費 10,000

27～29年度事業費計 30,000

総 事 業 費 -

実 施 期 間 継続

予算科目（款･項･目） 6.1.1

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

勤労者生活資金預託

事 業 名

勤労者生活支援事業

担 当 係 商工観光係

具 体 的 な 施 策

④勤労者向け融資制度
の充実と中小企業労働
者の福利厚生向上の支
援策の検討

（単位：千円）

項 目

施 策

１．雇用対策の充実



（事業別調書）

（第５節）計画推進の方策

（第１項）公民協働の村づくりの推進

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 3,500 2,500 8,702

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 3,500 8,702

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 3,500 2,500 8,702

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

原村おらほうのむらづ
くり事業補助金
集落行動計画（5地
区）、環境整備等１地
区100万円

・世帯数の伸び率は見
込んでいない
・H27から原山自治会も
他区と同基準で交付
（世帯数は従来どお
り）

29

年

度

実 施 内 容

環境整備、集落行動計
画策定･推進の支援など

よいしょまつり補助 村から区への協力や依
頼についての対応及び
自主活動支援

事 業 費 3,500 2,500 8,702

財
源
内
訳

事 業 費 3,500 8,702

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

環境整備、集落行動計
画策定･推進の支援など

御柱祭開催年につきな
し

村から区への協力や依
頼についての対応及び
自主活動支援

27

年

度

実 施 内 容

環境整備、集落行動計
画策定･推進の支援など

よいしょまつり補助 村から区への協力や依
頼についての対応及び
自主活動支援

事 業 費 3,500 2,500 8,702

27～29年度事業費計 10,500 5,000 26,106

総 事 業 費 - - -

実 施 期 間 H14～継続 *～継続 *～継続

予算科目（款･項･目） 2.1.11 2.1.13 2.1.13

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

環境整備、集落行動計
画策定･推進の支援など

よいしょまつり補助
補助金支出先：よい
しょまつり実行委員会

村から区への協力や依
頼についての対応及び
自主活動支援

事 業 名

おらほうのむらづくり
事業

よいしょまつり補助 各区等交付金

担 当 係 村づくり係 総務係 総務係

具 体 的 な 施 策

④自立的な地域活動に
対する支援

③コミュニティ活動の
推進と支援

④自立的な地域活動に
対する支援

（単位：千円）

項 目

施 策

３．コミュニティ活動
の自主的取り組み

３．コミュニティ活動
の自主的取り組み

３．コミュニティ活動
の自主的取り組み



（事業別調書）

（第５節）計画推進の方策

（第２項）広報・広聴活動の推進

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 567

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 567

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 567

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

印刷部数 2,900部

事 業 費 567

財
源
内
訳

29

年

度

実 施 内 容

生活総合カレンダーの
作成

事 業 費 567

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

生活総合カレンダーの
作成

事 業 費 567

27

年

度

実 施 内 容

生活総合カレンダーの
作成

27～29年度事業費計 1,701

総 事 業 費 -

実 施 期 間 H16～継続

予算科目（款･項･目） 2.1.11

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

生活総合カレンダーの
作成

事 業 名

村づくり推進事業

担 当 係 総務係

具 体 的 な 施 策

②生活総合カレンダー
の作成

（単位：千円）

項 目

施 策

１．広報活動の充実



（事業別調書）

（第５節）計画推進の方策

（第３項）情報ネットワーク活用によるサービス向上と情報発信による村の活性化

国 庫 支 出 金 3,707

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 281

一 般 財 源 9,843 26,287 13,795 3,111 320

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 9,843 103,950 13,795 3,111

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 13,795 3,111

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

動画放送はH24年度を
もって終了、H25年度か
ら新しい文字放送のみ
放送

個別受信機負担割合
は、前回（平成17年
度）に準じて村1/2、設
置者1/2で算出

平成27年4月更新 地域活性化・地域住民
生活等緊急支援交付金
(地方創生先行型)

3,111

29

年

度

実 施 内 容

イントラネットを構成
する情報・通信機器の
更新

長期契約（6年）

事 業 費 13,795

財
源
内
訳

事 業 費 9,843 103,950 13,795 3,111

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

行政チャンネルの基幹
部分デジタル化
 リース料 8.780千円
 保守委託 1,063千円

屋外放送設備　50基
103,950千円

イントラネットを構成
する情報・通信機器の
更新

長期契約（6年）

3,111 4,027

構成、映像撮影、編
集、BD・DVDの作成、タ
ブレット型端末の整備

27

年

度

実 施 内 容

行政チャンネルの基幹
部分デジタル化
 リース料 8.780千円
 保守委託 1,063千円

センター設備一式
23,760千円
受信機　100台
2,808千円

イントラネットを構成
する情報・通信機器の
更新

機器のリプレース、ス
マートフォン向け情報
提供機能の強化、公式
ホームページの更新

事 業 費 9,843 26,568 13,795

4,02727～29年度事業費計 19,686 130,518 41,385 9,333

総 事 業 費 - 130,518 65,133 17,349 4,027

Ｈ27実 施 期 間 H24～継続 H27～28 Ｈ14～継続 Ｈ14～継続

予算科目（款･項･目） 有線会計 有線会計 2.1.12 2.1.12 2.1.8

・移住促進のための村
のイメージビデオの制
作。移住相談会等での
情報提供のためのタブ
レット型端末の整備

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

サラダチャンネルデジ
タル化基幹部分

センター設備及び個別
受信機の更新並びに屋
外放送設備

地域イントラネットの
運営

機器のリプレース、ス
マートフォン向け情報
提供機能の強化、公式
ホームページの更新

事 業 名

サラダチャンネルデジ
タル信号変換

音声告知放送設備等更
新事業

情報化推進事業 情報化推進事業 移住交流推進事業にお
ける情報提供

企画係担 当 係 総務係 総務係 企画係 企画係

具 体 的 な 施 策

①行政チャンネルのデ
ジタル化

③放送エリア拡大によ
る情報格差の是正と平
等な情報提供

①インターネットを活
用した住民サービスの
向上

②ホームページの更新
（リニューアル）

その他

（単位：千円）

項 目

施 策

１．有線放送事業の充
実

１．有線放送事業の充
実

３．インターネットを
活用した活性化

２．ホームページを活
用した住民サービスの
向上

その他



（事業別調書）

（第５節）計画推進の方策

（第５項）広域行政の推進

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,930 5,953 7,739

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,930 5,953 5,607

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,930 5,953 5,607

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

29

年

度

実 施 内 容

諏訪地方5市町村戸籍シ
ステム共同利用

諏訪南行政事務組合議
会及び斎場運営

一般会計経常経費
　均等割　20％
　人口割　80％

事 業 費 5,930 5,953 5,607

財
源
内
訳

事 業 費 5,930 5,953 5,607

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

諏訪地方5市町村戸籍シ
ステム共同利用

諏訪南行政事務組合議
会及び斎場運営

一般会計経常経費
　均等割　20％
　人口割　80％

27

年

度

実 施 内 容

諏訪地方5市町村戸籍シ
ステム共同利用

諏訪南行政事務組合議
会及び斎場運営

一般会計経常経費
　均等割　20％
　人口割　80％

事 業 費 5,930 5,953 7,739

27～29年度事業費計 17,790 17,859 18,953

総 事 業 費 35,457 - -

実 施 期 間 Ｈ成24年からＨ30年 ～継続 H12～継続

予算科目（款･項･目） ２・３・１ 4・1・4 2.1.8

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

諏訪地方5市町村で戸籍
サーバーを共同利用す
る事により、戸籍事務
処理の効率化や経費の
節減、住民サービスの
向上を図る。

諏訪南行政事務組合議
会及び斎場運営

負担金支出先：諏訪南
行政事務組合

一般会計経常経費
　均等割　20％
　人口割　80％

事 業 名

戸籍システム共同利用 諏訪南行政事務組合負
担金（議会及び斎場）

諏訪広域連合関係市町
村負担金

担 当 係 住民財務課住民係 環境係 企画係

具 体 的 な 施 策

①事務処理の共同化の
推進

①事務処理の共同化の
推進

①事務処理の共同化の
推進

（単位：千円）

項 目

施 策

２．広域行政による効
率的な行政運営

２．広域行政による効
率的な行政運営

２．広域行政による効
率的な行政運営



（事業別調書）

（第５節）計画推進の方策

（第６項）行政運営の改革と効率化

国 庫 支 出 金 10,181 5,874

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 16,432 1,252 4,500

国 庫 支 出 金 10,181

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 16,432 404

国 庫 支 出 金 10,181

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 16,432 404

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

地域活性化・地域住民
生活等緊急支援交付金
(地方創生先行型)

財
源
内
訳

事 業 費 26,613 404

29

年

度

実 施 内 容

住民行政システムの運
営（委託費、賃貸借、
保守の運用）

LGWAN機器・通信機器
の保守

財
源
内
訳

事 業 費 26,613 404

28

年

度

実 施 内 容

住民行政システムの運
営（委託費、賃貸借、
保守の運用）

LGWAN機器・通信機器
の保守

財
源
内
訳

事 業 費 26,613 1,252 4,500 5,874

27

年

度

実 施 内 容

住民行政システムの運
営（委託費、賃貸借、
保守の運用）

LGWAN機器・通信機器
の調達、保守

庁内検討委員会、審議
会の開催、ワーク
ショップの開催、基本
計画の立案、計画書・
概要版作成及び印刷ほ
か

人口ビジョン及び総合
戦略に関する各種調
査・分析、外部検討委
員会の開催等

27～29年度事業費計 79,839 2,060 4,500 5,874

総 事 業 費 - - 11,000 5,874

実 施 期 間 ～継続 ～継続 H26～H27年度 H27年度

予算科目（款･項･目） 2.1.12 2.1.12 2・1・8 2・1・8

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

住民行政システムの運
営（委託費、賃貸借、
保守の運用）

総合行政ネットワーク
（LGWAN）運営

自治体のすべての計画
の基本となる最上位計
画として、計画的かつ
効率的な行財政運営を
行う指針とするためH28
～H37年度を実施機関と
して策定する。

人口減少を防ぎ地方創
生を図るため、国の定
めたまち・ひと・しご
と創生法に基づき、人
口ビジョン及び地方版
総合戦略を策定する。

事 業 名

情報化推進事業 情報化推進事業 第５次原村総合計画の
策定

人口ビジョン及び総合
戦略の策定

担 当 係 企画係 企画係 企画係 企画係

具 体 的 な 施 策

②事務処理・意思決定
の迅速化

②事務処理・意思決定
の迅速化

その他 その他

（単位：千円）

項 目

施 策

３．事務内容の合理化 ３．事務内容の合理化 その他 その他



（事業別調書）

（第５節）計画推進の方策

（第７項）適正な財政運営の確保

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 5,292 3,942 5,000 3,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 1,795 3,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他

一 般 財 源 1,795 1,000

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及
び 起 債 等 の 名 称 ）

　　内1/2は
　　建設係で負担
　　　（2,646千円）

特別交付税措置1/2財政
措置

特別交付税措置1/2財政
措置

1,000

29

年

度

実 施 内 容

システム賃貸借、保守
費、テータ取込

地方公会計の整備　複
式簿記の導入

事 業 費 1,795

財
源
内
訳

事 業 費 1,795 3,000

財
源
内
訳

28

年

度

実 施 内 容

システム賃貸借、保守
費、テータ取込

管理計画の立案・策定 地方公会計の整備　複
式簿記の導入
固定資産台帳の整備

3,000

27

年

度

実 施 内 容

航空写真の撮影
デジタルオルソ画像

固定資産情報管理シス
テムの導入、システム
賃借料、データ取込

公共施設等の把握 固定資産台帳の整備

事 業 費 5,292 3,942 5,000

27～29年度事業費計 5,292 7,532 5,000 7,000

総 事 業 費 5,292 11,122 5,000 7,000

実 施 期 間 Ｈ27 Ｈ27～Ｈ31 Ｈ27～28 Ｈ27～29

予算科目（款･項･目） 2.2.2 2.2.2 2・1・8 2.1.3

事 業 概 要

（必要性及び目的、
方法及び達成目標）

空撮により、デジタル
オルソ画像作成及び固
定資産情報管理ＧＩＳ
の構築

サービス構築、航空写
真・地番図等ﾃﾞｰﾀ設
定、住宅地図の調達・
データ設定など

公共施設等の状況を把
握し、長期的に更新。
統廃合・長寿命化を計
画的に行い財政負担の
軽減・平準化を図る。

地方公会計の整備　複
式簿記の導入
固定資産台帳の整備

事 業 名

土地家屋の航空写真撮
影事業

固定資産情報管理シス
テムの導入

公共施設等総合計画の
策定

地方公会計の整備

担 当 係 税務係 税務係 企画係 財政係

具 体 的 な 施 策

②未評価建物の調査、
課税評価の実施

②未評価建物の調査、
課税評価の実施

⑤財政分析と中長期的
な計画に基づく安定し
た財政運営の実施

⑤財政分析と中長期的
な計画に基づく安定し
た財政運営の実施

（単位：千円）

項 目

施 策

１．税源の確保と公平
な課税

１．税源の確保と公平
な課税

２．時代に適応した効
率的な財政運営の推進

３．財政の基盤強化と
効率的な財政運営の推
進


